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  （1）第三世界の独立と現代アフリカが直面する諸問題 




第 1 章 独立後ケニアの政治経済構造  p.26
1．権威主義体制の構築：一党独裁から複数政党制へ 
  （1）植民地支配、独立、政権交代 
  （2）支持者の変容と利権創出 
2．経済基盤の確立と農業 
  （1）GDP の構成 
  （2）経済成長と農産物貿易 
  （3）「アフリカの優等生」と貧困 
 




  （1）雇用機会の喪失と農民の不満：「マウマウの反乱」の勃発 
  （2）「スウィナートン・プランの実施」から「独立」へ 
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2．農地の復権と国内外の影響  
  （1）「100 万エーカー計画」と西側諸国の援助 
  （2）土地再配分と利権創出 
3．コーヒー産業の勃興と権威主義  
  （1）コーヒー輸出と国際協定 
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  （2）換金作物依存と先進諸国 
  （3）業生産における政府介入と農民間の貧富 
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 この「第三世界」というプロジェクトは 1950 年代から急速に加速している。例えば、インドの
ネルーやガーナのエンクルマといった第三世界の指導者は、1955 年のアジア・アフリカ会議（バン
ドン会議）で植民地支配の終焉を唱え、宗主国勢力と対峙する姿勢を示している。アフリカ諸国で
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は第三世界プロジェクトが自由を獲得するための闘争（独立紛争）に発展しており、バンドン会議





























た直接投資（FDI）の規模は、1990 年の 12.3 億ドルから 2000 年には 67.3 億ドル、さらに 2011
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年で 410.8 億ドルにまで拡大している。また貿易に関しても、アフリカ全体の輸出入総額は 1,995.8




図 1 1990 年以降におけるサハラ以南のアフリカの経済指標の推移 
（出所）UNdata および UNCTADSTAT（いずれも 2013 年 8 月 17 日）より著者作成。 
 
 世界貿易機関（WTO）の『年次統計』によると、2000～2011 年、アフリカ諸国の大半が一次産
品輸出に依存しており、輸出の内訳は農産物が概ね 1 割、天然資源（原油・鉱物資源）が 7 割であ
る。また製造品・工業製品（織物製品や鉄鋼、自動車等の機械機器・部品、化学製品）の輸出は 2
割に留まっている8。総輸出額は約 1,450 億ドル（2000 年）から約 5,510 億ドル（2011 年）に増加
しているが、特に天然資源の輸出額は 2000～2011 年で 597 億ドルから 3,820 億ドル（6.4 倍）に
増加している。他方、農産物の輸出額は 129 億ドルから 590 億ドル（4.6 倍）に増加し、製造品・
工業製品の輸出も 246 億ドルから 1,100 億ドル（4.5 倍）に拡大している。だが、農産物および工
業製品の輸出額は天然資源の 4 割程度であり、しかも天然資源輸出の増加率の方が農産物等より大
きいため、アフリカ諸国の一次産品依存、特に天然資源輸出への依存は顕著である（表 1 を参照）。 
 
                                                  
7 UNCTAD[2000-2011]および UNCTADSTAT（2013 年 8 月 16 日閲覧）。 
8 WTO[2001-2012]。 
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表 1 2011 年における世界全体およびアフリカ全体の輸出構成（10 億ドル：％） 
 世界全体 アフリカ全体 
輸出額 シェア 輸出額 シェア 
農産物 1,660 9.3 59 10.0
天然資源 4,008 22.5 382 64.3
―原油 3,171 17.8 325 54.6
製造品・工業製品 11,511 64.6 110 18.6
―鉄鋼品 527 3.0 10 1.7
―化学製品 1,997 11.2 22 3.7
―自動車関連 1,287 7.2 9 1.5
―通信関連 1,680 9.4 3 0.5
―織物・布地等 706 3.9 14 2.4
その他 642 3.6 42 7.1
合計 17,821 100.0 593 100.0
（出所）UNCTAD[2000-2011]より著者作成。 
 
















                                                  
9 福田[2009]、p.68。 
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図 2 アフリカ各国に埋蔵されている天然資源の分布 
 















 世界銀行によると、サハラ以南のアフリカは 8.6 億人（2010 年時点）の人口を抱えているが、そ
の内 1 日 1.25 ドル以下（月収 40 ドル程度）で生活する人々は約 4.2 億人（サハラ以南のアフリカ
全体の 48.5％）に達している。さらに約 6 億人（同、約 70％）が 1 日 2 ドル以下で生活している。
本稿で事例とするケニアの場合、政府が設定した貧困の基準は、都市部に住む人々で月収 2,648 ケ
ニアシリング（33.4 ドル）以下、農村部に住む人々で月収 1,238 ケニアシリング（15.6 ドル）以下
となっている11。しかし著者がリフトバレー州ナンディ県カイモシ村およびナイロビ特別区の中心
地で実施したフィールド・ワークによると、都市部（スラムを除く）で生活をする際に必要な最低
限の月収は 3,000～4,000 ケニアシリング（37.9～50.5 ドル）であり、農村部の場合で月収は 1,500
～2,000 ケニアシリング（18.9～25.3 ドル）であった。ただし農村に住むほとんどの人々は、月収











 アフリカ全体の人口増加率は 2000～2010 年で年平均 2.6％となっており、アフリカ大陸に住む
人々は 10 億人を超えようとしている。そのため多くのアフリカ諸国は、急激な人口増加に対して
食糧生産（供給）が追い付かず、深刻な食糧不足に陥っている。栄養失調状態に陥っている人々は
                                                  
10 妹尾[2009]、pp.204-205。 
11 Central Bureau of Statistics（Kenya）[2004]、p.27。 
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世界全体で 8.7 億人（世界の全人口の約 15％）となっているが、内 26.8％（2.3 億人）がサハラ以
南のアフリカ諸国の人々である。また国際連合食糧農業機関（FAO）によると、アフリカの人々の
3 分の 1 が慢性的な飢餓状態に陥っており、栄養失調状態に陥っている人々も 1.7 億人（1990～1992










































 主要な輸出産品が一次産品となっているアフリカ諸国において、換金作物が輸出の 5 割以上を占
めている国は 54 ヵ国中 21 ヵ国となっている。さらに、1961～2010 年の換金作物輸出の構成を見
ると、ヤギやヒツジなど家畜の輸出が主体となっているソマリアを除く 20 ヵ国の内、ブルンジや
マラウイなど 11 ヵ国が単一の換金作物、またベナン、コートジボワール、エチオピア、コモロ、
ルワンダ、スーダンの 6 ヵ国が主に 2 種類の換金作物に依存している20。そして、ケニア、マダガ
スカル、タンザニアの 3 ヵ国だけが 3 種類以上の農産物を同時期に栽培するか、市場価格に応じて
















的良好な状況にある」と見なされており、他の 2 ヵ国と比較して特異な国となっている。 
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ベナン 66.9 2 コットン（1970‐）、パーム油（2001‐） 
ブルキナファソ 72.7 1 コットン（1976‐） 
ブルンジ 88.8 1 コーヒー（1961‐） 
チャド 68.8 1 コットン（1961‐） 
コモロ 65.7 2 バニラ（1961‐）、クローブ（1975‐） 
コートジボワール 60.7 2 コーヒー（1961‐2001）、ココア（1961－） 
エチオピア 85.8 2 コーヒー（1961‐）、ゴマ（2002‐） 
ガンビア 69.9 1 落花生（1961‐）※落花生油を含む 
ガーナ 51.9 1 カカオ（1961‐） 
ギニアビサウ 77.2 1 カシューナッツ（1985‐） 
ケニア 59.8 3 コーヒー（1961‐2001）、紅茶（1961‐）、園芸
作物（1992‐） 
マダガスカル 63.4 3 コーヒー（1961‐）、クローブ（1970‐）、バニ
ラ（1975‐） 
マラウイ 89.6 1 タバコ（1970‐） 
マリ 64.5 1 コットン（1975‐） 
モーリシャス 53.5 1 非精製砂糖（1961‐） 
ルワンダ 68.5 2 コーヒー、紅茶（2004‐） 
サントメ・プリンシペ 77.2 1 カカオ（1961‐） 
ソマリア 76.9 0 ※主に家畜のみ輸出 
スーダン 72.1 2 コットン（1961‐）、ゴマ（1993‐） 
ウガンダ 78.2 1 コーヒー（1961‐） 












 ケニアは 1980 年代に経済状態が悪化しており、さらに 1990～1992 年および 2008 年には政治体
制上の混乱や突発的な暴動が起こっていた。だが、ケニアの年平均経済成長率は 4.75％（1963～


























































                                                  
25 Jackson[1990]、pp.1-3; 189-192。 
26 ibid、pp.124-129。 
27 George[1977]、pp.ⅹⅴ-ⅹⅰⅹ; 14-16; 87-106。 
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構造を変えるための急先鋒となっている。 




























                                                  
30 構造調整の有効性に関する国際金融機関の主張は World Bank/IBRD[1981-1993]および[1994]を参照。 
31 ibid[1998]、p.11。 
32 Akiyama[2001]、pp.85-109。 
33 Lele, U., and R. E. Christiansen [1989]。 
34 高橋[1995]、p.53。 
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なり、他方で貧困状態を一層悪化させる制度となっている点を指摘している42。 



























                                                  
42 カーン、サンダラム[2007]、p.183。 
43 Bates[1980]、p.171 および ibid[1981]、pp.19-26。 
44 ibid[1981]、pp.25-31; 81-82 および ibid[2005]、pp.78-80。ケニア政府の歪みを指摘しているベイツの論理は IMF・
世界銀行が問題視した政府の市場介入の不備と同調するものであった。そのため、当初構造調整に対して批判的な
立場をとっていたベイツは、経済的非合理性に伴う不利益を改善する上で国際金融機関との連携が不可欠との主張
に転じている（ibid[1988]、pp.7-11; 18-29; 356-358）。 
45 フース[1982]、pp.18-19; 26-33。 
46 同上、pp.194-195。 
47 Lofchie[1989]、pp.61-62。 
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の）独立」に帰結しているのではないだろうか（図 3 を参照）。 
 
図 3 植民地支配と独立以後のケニアにおける支配構造の変化 
 
（出所）著者作成。 
                                                  
52 KLFA 憲章の内容についてはキニャティ[1992]を参照。 
53 ファノン[1969]、pp.35-36。 
















 第 1 章では、ケニアの農産物貿易に付随する諸問題を考察する前提として、独立後ケニアの政治
体制および経済構造を概観する。まず独立後ケニアの政治体制では、大統領の交替と権威主義体制
の維持について整理する。独立後ケニアの大統領の変遷は、初代大統領に就任したケニヤッタ、二
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（独立闘争）」、そして「1950 年代半ばに植民地総督府が新たに打ち出したスウィナートン・プラン」
に至るまでの過程（植民地支配から独立に向かう経緯）を整理する。 















 第 4 章では、「新たな支配者となったケニヤッタの死去」を 2 つ目のターニング・ポイント（モ
イ政権の誕生から複数政党制に移行するまでの 1978～1991 年）について、モイ政権が直面した 2
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第 1 章 独立後ケニアの政治経済構造 
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1．権威主義体制の構築：一党独裁から複数政党制へ  
（1） 植民地支配から独立へ 





























                                                  
54 津田みわ[2003a]、pp.230-234。 
55 イギリスの植民地政策がケニアに及ぼした影響については第 2 章で詳細を述べる。 









し、議会はケニヤッタを党首とするケニア・アフリカ人全国同盟（Kenya African National Union：
KANU）が与党となった。1960 年に設立された KANU には、対抗する勢力（政党）として 1961
年に設立されたケニア・アフリカ人民主同盟（Kenya African Democratic Union：KADU）がある。
だが、後に大統領となるモイやカレンジン語系のエリートを主体とする KADU は、1963 年に実施
された立法議会議員選挙（第 1 回議会選挙）で KANU に大敗したため、KANU に対峙する勢力と
なっていない57。さらに、同選挙で辛うじて当選した KADU 議員は政治権力の強化を求めて KANU
に移籍したため、KADU は 1964 年 11 月に解散し、KADU に所属していた全ての政治家が KANU
に入党している。そのため、独立後ケニアの政治体制における主導権は KANU（ケニヤッタ）に委
ねられた58。 
 ただし、KANU 内部にも派閥争いに伴う分裂が発生していた。例えば KANU の有力政治家であ
り、副大統領を務めていたオディンガ（Oginga Odinga）は、意見の相違からケニヤッタに反発し
たため、1966 年 3 月に開催された KANU 代表者会議（リムル会議）で政治的地位や権限を取り上
げられた。そのためオディンガは、1966 年 4 月に上下両院議員 30 名とともに KANU を離党し、
ケニア人民同盟（Kenya People’s Union：KPU）を組織している59。もっとも、ケニヤッタは KPU
を「裏切り者」として強く批判し、KPU の政治活動を制約した。第 2 回議会選挙が実施される直









57 KADU は、カレンジン語系の民族集団によって組織されたカレンジン政治連合（Kalenjin Political Alliance）、
マサイ系の民族集団によるマサイ統一戦線（Masai United Front）、コースト州（東部の沿岸地域）のエリートによ
って組織されたコースト・アフリカ人民同盟（Coast African People’s Union）、ニャンザ州北部のルイヤ人エリート
らを中心とするケニア・アフリカ人人民党（Kenya African People’s Party）の 4 団体が連合し、結成された組織で
ある（津田[1993]）。 
58 Throup and Hornsby[1998]、pp.8-12。 
59 Gibbon[1995]、p.73。 
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できない“ただのエリート層”となってしまった60。オディンガを中心とする不穏分子がケニアの
政治体制から排除されたため、ケニヤッタは KANU（実質的にはケニヤッタ）を中軸とする支配体
制を構築したが、ケニヤッタ政権は 1978 年に突然の終焉を迎えることとなった。 
 もとより高齢であったケニヤッタは、1967 年 7 月に心臓発作を発病して以来、体調が不安視さ
れていた。特に 1970 年代半ば以降、KANU 内では、ケニヤッタの健康状態が悪化の一途を辿った
ために後継問題が生じるようになった。そしてケニヤッタが急死した 1978 年 8 月、当時の副大統
領であったモイ（Daniel arap Moi）が憲法上の規定に従って大統領代行となり、さらに 1978 年
10 月の大統領選挙によって、正式な大統領に就任した。ただし、モイの支持基盤はそれまでのケニ
ヤッタ政権（キクユ派）と異なり、カレンジン人のエリート層が中心だったため、政治的利権の受
益者が大きく変化した。さらにモイは、「KANU を唯一の政党とする条項（第 2A 条）」に代表され
るような大統領権限の強化を目的とする憲法改正を強行したため、非カレンジン人の政治家はモイ




合（National Rainbow Coalition：NARC）という選挙対策のための集団を結成し、第 9 回議会選




キに反発した各派閥は NARC を離党した。第 10 回議会選挙が実施された 2007 年、NARC を離党
した政治家は新たな政党を結成し、さらに NARC と連立を組んでいた政党も野党側に転じ、“キバ
キ打倒”を国民に訴えるようになった。 









                                                  
60 議会選挙に立候補する際の条件として規定されている「政党への所属（党籍の有無）」については津田[2005]を参
照。 




























 独立前後に設立された各政党は概ね単一もしくは 2～3 つの民族集団を軸に組織されている。例
                                                  
61 Throup and Hornsby[1998]、p.ⅻ 
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えば KANU はキクユやルオ、エンブ、メルなど、ケニア中央部のエリート層によって組織されて
おり、また KADU はカレンジン、ルイヤ（どちらもケニア北部）、マサイ（ケニア南部）の有力者
































67 ケニアの宗教はその 7 割がキリスト教（プロテスタント：40％、カトリック 30％）であるが、現地の伝統宗教と
融合したもので、「アフリカン・クリスチャン」と呼ばれている。礼拝時に大音量で音楽を流し、教会に訪れた人々
は大声で歌い、踊ることが特徴である。 
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営が進められていた。そのためケニアでは、1963 年の独立から 2012 年までの約半世紀で 3 人の大
統領が誕生しているが、特に初代および二代目大統領が所属していた KANU は強大な大統領権限
と強固な支持基盤によって、長期に渡って与党を維持していた。与党の交代が生じたのは、それま
で支持が分散していた野党勢力が団結した“2001 年末の議会選挙”の 1 度（政党再編によって政













 1963～1978 年 1978～2001 年 2001～2013 年 
大統領 ケニヤッタ 
（Jomo Kenyatta） 


































ている。特に 1～3 月と 7～8 月の乾季には、国立公園に生息するゾウやライオンなどの野生動物を
間近で見ようとする人々や、インド洋に面した街でのバカンスを楽しもうとする人々がケニアに大
勢押し寄せている。ただし、観光業の GDP は 200 億ケニアシリング弱（2.5 億ドル）であり、農
業部門の GDP の 10 分の 1 以下でしかない。またケニア観光省によると、一部の小売業および輸送・
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 GDP の 3 割前後を占めている農業部門は農業、林業、漁業によって構成されるが、特に農業生
産（農業）がその大部分を占めている。ケニアは雨季（4～5 月と 10～12 月）と乾季（1～3 月と 7
～8 月）が交互に訪れる気候だが、東部を中心とする乾燥・半乾燥地域（Asid and Semi Asid Land：
ASAL 地帯）では年間の平均降水量が雨季であっても 800mm 以下しかなく、さらに、降水量の少
ない地域では 200～350mm となっている71。そのため、国土 56.9 万平方キロメートのうち、農地
面積は 47.4％（約 27 万平方キロメートル）、さらに農耕に適した土地（好適農地）は農地全体の約
2 割（5.2 万平方キロメートル）程度に留まっている。しかも、農地面積そのものはほとんど拡大し
ていないため、1 人当たりの農地面積は 3.01 ヘクタール（1961 年）から 0.72 ヘクタール（2007
年）に減少している（図 1-2 を参照）72。国際協力機構（JICA）の調査によると、ケニア人農民全
体の 9 割以上が 10 ヘクタール未満の土地しか所有していない小規模農民（以下、小農）であり、
10～60 ヘクタールの土地を所有する中規模農民（以下、中農）が約 2％、60 ヘクタール以上の土











イズをはじめとする穀物の輸入量は 1980 年代以降から急激に拡大している76。 
 
                                                  
71 半乾燥地は 500～800mm、乾燥地は 350～500mmであり、特に乾燥の激しい地域の年平均降水量は 200～350mm
となっている。この ASAL 地域の面積は約 46.3 万平方キロメートルで、国土面積の 82％を占めている。そのため、
全人口の約 80％が非 ASAL 地帯（国土の 18％）に集中している（池野[1987]）。 
72 国際連合食糧農業機関（FAO）によると、農民 1 人当たりが所有する農地は、世界全体の平均が 3.8 ヘクタール
となっており、ケニアの値と比較すると約 5 倍となっている。また、1 ヘクタール当たりで生産される農産物の額は、
サハラ以南のアフリカ諸国で 71.8 ドルとなっており、これは世界全体で最も低い値となっている（FAO[2003]）。 








76 食糧不足および輸入拡大については第 4 章で論じる。 
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出所：Central Bureau of Statistics（Kenya） [1961-2010a]、United Nation Statistics Division（2012 年 6 月 7
















                                                  
77 ケニア国内で消費される電力の大半は工業部門や商業、公共機関に投じられており、一般家庭への電力供給は安
定していない。首都ナイロビにおいても週当たり 2～3 日程度で停電が発生しており、多くのケニア人が木炭や薪を



















図 1-3 経済成長率および農業部門成長率 
 
（出所）United Nation Statistics Division（2013 年 2 月 27 日閲覧）より著者作成。 
 
                                                                                                                                                              
炊事に使用し、灯油ランプ等によって夜間の照明を確保するなど、電力エネルギーに極力依存しないよう努めてい
る。 










表 1-3 ケニアの農産物輸出の推移（1,000 ドル） 
 
（出所）FAOSTAT（2013 年 3 月 4 日閲覧）より著者作成 
 







                                                  







































                                                  
80 バラの生産条件およびハウス栽培の特徴については福井[2009]を参照。 
81 Central Bureau of Statistics（Kenya） [2008]、pp.13-14。 


















 このドナー諸国による圧力は、2000 年代の東アフリカ共同体構想（EAC 構想）の再燃期におい
ても顕著である。2001 年以降、EAC 構想はケニアの政権交代や近隣諸国の情勢安定化に伴って再
び活発になり、2005 年にはケニア、ウガンダ、タンザニア間で共同体の再結成と 3 ヵ国間の関税
同盟が発足している。さらに 2007 年、ルワンダ、ブルンジが EAC に参加し、東アフリカ地域に位
置する 5 ヵ国が経済力や地域情勢の安定化を目的に協力関係を構築するようになった。しかし EAC
の再結成および加盟国の増加は、旧宗主国である EU 諸国にとって、2 国間の貿易・外交交渉を行
う手間を省き、一度に複数のアフリカ諸国に関税撤廃や換金作物依存等の経済的圧力をかける絶好




脅威に晒すものであった。しかも EAC に加盟するいずれの国も EU 諸国から莫大な債務を借り入
れていたため、ケニアを含む EAC 加盟国は協定締結を拒絶できなかった。そして、ケニアのみな
らず EAC 全体が EU から迫られた市場志向型の経済に取り込まれたため、換金作物依存に囚われ
た大勢の農民は「換金作物による不利益」から逃れる術を完全に失った。 
                                                  
82 1970 年代後半に見られる一次産品需要減退については勝俣[1993]を参照。 
83 應和[2004]、p.63。 
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90 竹内[2003]、p.261, ll.18-20。 






































95 好適農地はケニアの国土全体の約 2 割であり、それ以外の土地は乾燥・半乾燥地域や農耕に不向きな不毛の土地
であった。 















政当局は入植者に売却・賃借する土地の代金を、売買の場合で 1 エーカー（0.4 ヘクタール）当た










されている101。さらに行政当局は、東アフリカ枢密院令（the East African Order in Council）に
基づき、ケニア全土を州および県に行政区画するとともに、各行政区に行政官を設け、ケニア人の




















たり 2 ルピーの家屋税（hut tax）をケニア人に課した。さらに 1910 年代、入植者がプランテーシ
ョン農場の拡大に伴って更なる労働力の確保を求めたため、行政当局は家屋税の課せられていない
16 歳以上の男性に対して、1 人当たり 3 ルピーの人頭税（poll tax）の支払いを義務付けた。加え








表 2-1 入植者および占有地の推移 
 1920 1934 1942 1953 















                                                  
102 植民地行政に関する諸制度によって、ケニア人を介した間接統治が可能となった。居留地内では、東アフリカ枢














ヨーロッパ人入植者の規模は、土地や労働力の確保の容易化に伴い、1910 年代で 1,000 人程度であ





































るようになった112。ケニア人労働者（スクウォッターを含む）の数は、1920 年代初頭で 20 万人以





















                                                  

















ヒー生産の拡大を図るためにケニア生産者組合連合（The Kenya Planters and Cooperative 
Union：KPCU）を組織したが、ケニアのコーヒー栽培の主体が入植者であったため、KPCU はコ
ーヒー栽培に対する主導権・発言権を持っていなかった。さらに、行政当局はコーヒー作付け登録
法（Coffee Plantation Registration Ordinance）を制定し、ケニア域内のコーヒー生産者に対して
高額の登録料の支払いを義務付けていた。そのため、ほとんどのケニア人農民はこの登録料を支払
えず、コーヒー栽培への参入を断念しなければならなかった117。 
 1940 年代、入植者が所有している農地は合計で 292 万ヘクタール以上となっており、農場を経
営する入植者の数も 3,000 人以上に達していた118。また行政当局は、イギリス本国のヨーロッパ人
農業入植局（European Agricultural Serrlement Board）の要請に応じるかたちで、ケニアに入植








                                                  
114 Talbott[1990]、pp.111-113。 




































                                                  
120 1948 年まで、大勢のケニア人が雇用機会を求めてナイロビに流入していたが、特にキクユ人はナイロビのアフ




122 ナイロビで開かれたマウマウの集会には 800 人以上の人々が参加しており、また実際に暴動に参加し、直接的暴





124 植民地支配以前の土地所有構造（伝統的土地所有制度）の仕組みについては本章第 1 項を参照。ただし、キクユ
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 マウマウによる独立闘争が激化したため、行政当局は暴動を終息させることが困難であると判断
し、1952 年 10 月 20 日に非常事態宣言を発令、イギリス本国に軍隊の派兵を要請した。そして行
政当局は、マウマウの反乱を扇動したという嫌疑でケニヤッタらキクユ人エリート 187 名に加え、








95 名、負傷者 127 名（その内治安部隊が死者 63 名、負傷者 101 名）、アジア人が死者 29 名、負傷
者 48 名（同、死者 3 名、負傷者 12 名）、アフリカ人が死者 1,920 名、負傷者 2,385 名（同、死者
















                                                                                                                                                              
人は「自分達の土地が収奪された」と主張していたが、ホワイト・ハイランドを中心とする入植者の所有地の多く
はルオ人やルイヤ人、カレンジン人が使用していた土地であり、決してキクユ人の土地ではなかった（リーキー
[1969]、pp.213-214）。非キクユ人に対する土地収奪については第 3 章以降に詳細を論じる。 

































農民から脱却できた人々）は全体の 4 割にも満たなかった。加えて、土地開発のための資金の 87％
はヨーロッパ人入植者や一部のケニア人エリートに投じられており、大多数のケニア人農民はスウ





131 Buchere and Jonyo[2009]、pp.445-448。 
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ィナートン・プランの理念から乖離した状態に置かれていた。だが、行政当局との交渉役を担って
























                                                  
132 さらに 1959 年、土地制度改革の作業部会が作成した法案に基づいて、原住民土地登記令（the Native lands 





（district commissioner）は各県に 25 名以下のアフリカ人から成る土地調整委員会を設ける。また州長官

















 ヨーロッパ人の農場経営者の数は 1940 年代で 3,000 人程度であったが、1953 年には 4,000 人ま
で増加しており、入植者が所有する土地の規模も 298.6 万ヘクタールに拡大している。1960 年には
ヨーロッパ人入植者数が全体で 3 万人以上を超え、ヨーロッパ人の所有する農地も約 310 万ヘクタ
ール（農場数で 3,600 戸）に達していた134。またケニア人農民全体が所有している農地はヨーロッ








































③行政当局に収監されたマウマウの煽動者であるケニヤッタが 1962 年に解放されたことの 3 点が

















                                                  
137 半澤[2001]、pp.90-94。 
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てケニア側の代表を務めており、しかも KANU が独立直後の 1963 年に行われた議会選挙で大勝し
たため、ケニヤッタは独立後ケニアの政治体制を統括する立場となった。ケニヤッタは、ケニア独























                                                  
138 イギリスが行った植民地支配の方法（居留地制度やケニア人の分類等）については第 2 章を参照。 
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択していた。 
 
図 3-1 ケニアの民族集団の系譜 
 
（注）図中の数字（％）は全人口に占める割合となっている。 

















済のケニア人化」の方向性も当初の目的から乖離していった。この派閥を 2 つに大別すると、1 つ
はヨーロッパ人入植者との関係およびイギリス（欧米諸国）との対外関係において、友好的な関係
を築きつつケニア人化政策を展開するケニヤッタやトム・ムボヤ（Tom Mboya）らの派閥であり、
















 KANU は、今日のケニアでは野党第 4 党となっているが、独立直後よりキバキ政権が誕生するま
での約 40 年に渡って与党第 1 党を保持してきた政党である。長期間与党に君臨し続け、またケニ
ヤッタやモイという大統領を輩出してきた KANU の結成は独立以前にまで遡る。 





化の後、1960 年に KANU という新たな政党を組織した141。また、マウマウの反乱の際にキクユ人
から弾圧を受けた少数民族出身の政治エリートは、キクユ人中心の KANU に対抗するため、1961








141 KAU は、ケニア人の代表が植民地総督府の立法議会に参加したことを契機として、1944 年にキクユ人エリート
が中心となって結成された政治結社である。またマウマウの反乱は、KAU の急進派が中心となって組織された武装
集団であるケニア土地自由軍（KLFA）および KLFA の指導者であるキマジが主導していた。そのため KAU は、植
民地総督府にマウマウの反乱を引き起こした組織という嫌疑がかけられ、1950 年代に非合法化されている。 
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植民地総督府（イギリス）は KANU の要求に応え、1962 年にケニヤッタの釈放を受諾した。解放
されたケニヤッタが正式な党首となった KANU は、独立交渉中の 1963 年 5 月に実施された議会選







 KANU に所属している反ケニヤッタ派の主な政治家には、①KADU から移籍した人々、②ケニ
ヤッタ（キクユ人議員）に反発したルオ人エリートの 2 つの勢力があげられる。まず KADU 出身
の議員に関して、独立当初より野党として KANU に対峙していた KADU はトゥゲン人やマラクウ
ェット人、ナンディ人、ボコット人など、後に「カレンジン人」という民族に統合される少数民族
出身の政治家が中心となって結成された政党であり、党首はトゥゲン人出身のモイが務めていた。
だが KADU は 1963 年 5 月に実施された議会選挙で 170 議席中 49 議席しか獲得できず、さらに独
立直後の 12 月に実施された議会選挙では 41 議席に後退していた。KADU は議会の過半数を占め
るだけの議席を獲得できず、しかもカレンジン人（少数民族）は人口比率においてもキクユ人やル
オ人に劣っていたため、KADU は 1964 年に解散し、モイをはじめとする旧 KADU 議員は KANU
















144 KADU 以外の野党として、アフリカ民主党（African People’s Party：APP）も存在していた。だが、KADU 以
上に議席獲得に苦戦した APP は 1963 年 8 月に解散し、旧 APP 議員は KANU に入党している（津田[1993]、
pp.120-121）。 













表 3-1 1963～1966 年次の国会における政党別議席数 
 1963 年 1966 年 






49 41 ― 
ケニア人民同盟（KPU） ― ― 9
その他 18 8 0




















多くが 1966 年に KANU を離脱、KANU と対峙する政党として新たにケニア人民同盟（KPU）を
組織した。もっとも、KPU 結成後の 1966 年 7 月に実施された議会選挙では、KANU が 161 議席
を獲得したが、KPU は僅か 9 議席しか獲得できなかったため、ケニア議会におけるルオ人政治家










の活動に携わっていた。さらに、これら労働組合は 1952 年にケニア労働組合連盟（Kenya 
Federation of Registered Trade Union：KFRTU）として統合し、ケニア人の労働環境の改善を目
指して団結するようになった149。ただし KFRTU は、マウマウの反乱に加担した組織として植民地
総督府に弾圧されたため、1953 年に民族集団を問わず様々な業種の人 （々組合）と連携するととも
に、組織名もケニア労働者連合（Kenya Federation of Laour：KFL）に改名し、ケニア人労働者
の地位向上のために労働者の更なる団結と活動の活発化を試みていた150。ケニア人主体の労働組合
の数は、1952 年時点で 13 団体に留まっていたが、KFL の勢力的な活動を背景に、独立直前の 1962
年までに 52 団体へ数を増やし、組合に所属する労働者数も 12 万人まで増加していた151。そしてム
ボヤは、KFL を中心とする労働組合の活動を支援するとともに、労働組合の代弁者として、労働者
の要望を KANU の政策に反映させる役割を担っていた。 
 ムボヤの政治活動の目的は入植者（およびイギリス）に抑圧されていた労働組合の支援や労働者
の地位向上であり、自由主義的な経済政策を導入した理由も産業（労働者）の経済活動の活発化を






150 ケニア独立に向けた労働組合の活動については Mboya[1963]、pp.29-60 を参照。 
151 ibid, pp.70-71。また KFL は独立以後の 1965 年にケニア・アフリカ人労働者会議（KAFC）と統合し、ケニア
労働組合中央機構（COTU（K））を発足している。COTU（K）結成の経緯および同組織の活動については中原[1978]
および COTU ウェブサイト（2014 年 1 月 23 日閲覧）を参照。 






















（上下院）の議会制度は、地方から均等に選出された代表者によって構成される上院が 1967 年 12



















































じていたことの 3 点をあげている（同上、pp.47-48）。 
159 絵所[2001]、p.24。 
































                                                  







































167 Leys[1975]、p.27, ll.2-5。 
168 ibid、ll.6-11。 


























ら開始された「100 万エーカー入植計画（the One-Million Acre Settlement Scheme）」と独立以後
より実施された「土地再配分計画（the Land Re-Distribution Program）」があげられる。 
 
                                                  
169 津田[2004a]、p.24。 












という新たな土地政策が 1961 年末に策定され、1962 年半ばに施行された173。100 万エーカー入植
計画では、アフリカ人所有地の拡大やアフリカ人の農業生産の支援というスウィナートン・プラン
の目標に基づき、ヨーロッパ人入植者が所有する好適農地（ホワイト・ハイランド地域）100 万エ






 また、ケニア山麓やリフトバレー一帯に広がるホワイト・ハイランドは 300 万ヘクタール以上（お
よそ 775 万エーカー）であり、ケニア人に移譲するとされた 40 万ヘクタールはヨーロッパ人入植












                                                  
173 100 万エーカー計画に伴うケニア人農民の入植には、主に 3 形態の入植計画が画策されていた。1 つ目は小農に
対する入植計画（High Density Scheme）であり、同入植計画によって農民 1 戸当たりの土地所有規模を 7～50 エ
ーカー、年収を 25～70 ポンドに引き上げることが目標とされた。2 つ目は中農に対する入植計画（Low Density 
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レオ（Leo）によると、イギリス政府は植民地総督府が運営・管理するケニア土地農業銀行（the Land 
and Agricultural Bank of Kenya）を介し、土地購入費および開発資金として 2,519.1 万ポンドを




























                                                  
177 ibid、pp.100-101。 










（合計）約 260 万ヘクタール（1967 年時点）の内、僅か 1 割程度（約 40 万ヘクタール）にすぎな
かった。だが一次産品の市場価格が低下するようになった 1960 年代後半以降、ヨーロッパ人入植




に加えて土地および経済開発のための資金も必要であったことの 3 点を背景に、100 万エーカー計
画が実施された 1960 年代初頭（独立以前）で既に約 510 万ポンドに達していた。さらに独立以降、
ケニアは中南部のオルカロー（Ol Kalou）やダンドリバハチ（Doundori-Bahati）地域の土地購入
に対する 150 万ポンドの融資をはじめ、1964～1970 年の間で約 2,000 万ポンドの追加融資を受け
ていた。レオ（Leo, C）によると、ケニア中央部のキナンゴップ（Kinangop）の土地 3,200 ヘクタ
ールの地価は 19.2 万ポンドであり、1 エーカー当たり 24 ポンド（1 ヘクタール当たり 60 ポンド）
程度であった182。しかし、ケニア土地開発公社が支払うことのできる土地購入の代金は 1 エーカー







 さらに 100 万エーカー計画の推進に不可欠との理由から、イギリスは土地購入資金の融資以外に
も、ケニア人農民に対して様々な不利益を強行している。例えば同計画の実施に際して、植民地総
督府はケニア人に供給する土地の確保や人口密度の高い地域から低い地域へケニア人を移住させる






年代で任意移転によって売買された土地 118.5 万ヘクタールのうち 63.5 万ヘクタール（53.6％）がヨーロッパ人同
士の取引によるものであった。そのため、土地移譲の大部分は入植計画に付随する移譲方式によるものであった（池
野[1990]、pp.10-11; 22）。 




































































                                                  
184 Elhawary[2009]、pp.131-132。 
185 Mwega and Njuguna[2008]、pp.352-353。 




表 3-2 ケニアの主なマーケティング・ボードおよび農業金融機関 
 対象とする農産物 公社・機関名 主な役割・業務内容 
マーケティング・ボード
 
穀物 国 家 穀 物 公 社 （ Nationanal 




コーヒー コーヒ ・ーボード（Coffee Board 
of Kenya） 
コーヒーの生産、流通の管理 


























（Kenya Meat Commission） 
食肉の生産、流通の管理 
農業金融機関


















表 3-3 ケニヤッタ政権期（1961～78 年）におけるケニアの土地面積（1 万ヘクタール） 
 
（出所）FAOSTAT（2013 年 5 月 11 日閲覧）および Central Bureau of Statistics（Kenya）[1961-2010a]より著
者作成。 
 
 約 56.9 万平方キロメートルのケニアの陸地の内、農地として利用されている土地は 1963 年時点
で約 25.2 万平方キロメートル（国土の約 44.3％）である。さらに好適農地面積は 3.5 万平方キロ
メートルであり、しかも農地全体に占める好適農地の比率は約 14％程度、国土全体の僅か 6.1％に
当たる約 350 万ヘクタールに限られている（表 3-3 を参照）187。加えて、好適農地はケニア全土に
散在しておらず、ホワイト・ハイランドとして大勢のヨーロッパ人が入植した地域であるセントラ
ル州やニャンザ州、ウエスタン州、リフトバレー州の 4 州に好適農地の 85.6％が集中している。そ
のためケニヤッタ政権は、ケニアの農業生産において希少であった好適農地を農民や当該地域のエ
                                                  
186 吉田[1968]、pp.7-8。 
187 1 平方キロメートル＝100 ヘクタール。ケニアの好適農地の割合については佐々木[2011a]および高橋[2010]を参
照。 













20 ヘクタール以下の土地の所有に留まっている 3.2 万世帯のケニア人農民（小農および中農）が所
有する土地とケニア人の大土地所有者 1,200 世帯が所有する土地の合計はともに 40 万ヘクタール
となっているが、1 世帯当たりに換算すると、小・中農が 12.5 ヘクタール、大土地所有者が約 330
ヘクタールであり、土地配分における両者間の不平等は顕著であった190。加えて小農には、プラン
テーション農場で賃金労働に従事する土地なし農民や小作農（約 1.3 万世帯）が含まれていないた




4,600 万ケニアシリング、大土地所有者が 3,000 万ケニアシリング、牧畜民が 4,900 万ケニアシリ
ングとなっている191。だが、農民の約 8 割は 2 ヘクタール以下の農地しか所有していない小農であ











190 Republic of Kenya[1969]、pp.196-197。 
191 ibid、pp.191-218。 
192 ibid。 









いる。ケニアの陸地 56.9 万平方キロメートルに占める政府の直轄地（国有地）の割合は 1968 年次
で約 2 割であり、残りの 8 割は信託地としてケニア人国民（およびヨーロッパ人入植者）に移譲さ
れている。ただし、個人の所有地として登記されている土地は約 6,800 平方キロメートル（国土全


























197 Kanyinga, et al.[2008]、p.100; 112-113。 

























穀物 6,830 437 148,359 14 9,030 48 75
―メイズ 947 437 30,905 0 418 48 75
―小麦 4,828 0 64,998 14 7,348 0 0
―その他 1,055 0 52,456 0 1,264 0 0
換金作物 88,439 21,971 282,873 6,029 39,588 51,224 4,024
―コーヒー 21,224 4 5,456 0 2,245 0 1,523
―紅茶 2,859 13 21,237 0 0 0 0
―サイザル麻 10,805 1,023 6,047 0 10,544 31,717 651
―除虫菊 106 9 1,833 0 34 0 1
―サトウキビ 5 14,694 9,670 6,014 140 5,070 0
その他 53,440 6,228 238,630 15 26,625 14,437 1,849
合計 95,269 22,408 431,232 6,043 48,618 51,272 4,099
（注）数値は 1978 年のもの。また本表では、大農場全体における各農産物の生産面積（ヘクタール）を示しており、
小農およびノースイースタン州の生産規模の統計値は不明確のため含まれていない。 






                                                  
198 犬飼[1981]、p.5。 




























を試みている。1963 年 12 月 27 日には ICA を実施・運営する機関として、国際コーヒー機関







アの 3 ヵ国であり、部分的に導入しているインドを加えても 4 ヵ国である（児玉[2003]、pp.156-158; pp.168-169）。 
201 コーヒーの市場価格の変動要因については田中[2008]および辻村[2008]を参照。 
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（International Coffee Organization：ICO）が設立された。そして ICO は、コーヒー生産国に対
して協定への批准（ICO 加盟の実質的な義務化）を要請していたため、生産国の大多数と主要なコ
ーヒー準輸出国および消費国が ICO に加盟することとなった202。 
 
表 3-5 ICO が設定したコーヒーの指標価格（米セント／1 ポンド） 
 
（出所）International Coffee Organization（2013 年 5 月 18 日閲覧）より著者作成。 
                                                  
202 ただし、1990 年代には協定の崩壊や生産国‐消費国間の不調和から、ICO 加盟および協定批准の実質的な義務
化は撤廃されており、今日において生産国・消費国は各国の判断で協定に批准することとなっている。尚、「2007
年次協定」に批准している国は、2013 年 8 月時点で生産国（輸出側）が 39 ヵ国、消費国（輸入側）が欧州連合 28
ヵ国を含む 33 ヵ国となっている。 
- 79 - 






















代後半で約 100 万ヘクタールであり、ホワイト・ハイランドとなった 310 万ヘクタールのおよそ 3
分の 1 に留まっている。換言すれば、ヨーロッパ人入植者の 3 分の 2 が土地移譲に同意せず、独立
後もケニア国内でコーヒーや紅茶のプランテーション農場を経営し続けていたのである。コーヒー
栽培の場合、1963 年時点で栽培面積の約 45％、生産量の約 75％がヨーロッパ人の経営する農場に
よるものであった207。加えて、ヨーロッパ人経営のコーヒー農場とケニア人経営のコーヒー農場を
比較したとき、1 農場当たりの栽培面積は大きくかけ離れていた。ヨーロッパ人経営の農場は過半
                                                  
203 ICO の指標価格は国際的なコーヒー需給の変化に応じて毎月変更されており、1965～69 年の平均指標価格は 1





207 ヨーロッパ人経営の約 850 の農場の内 300 の農場がナイロビ近郊に、550 の農場がケニア中南部のナイバシャ湖
畔や大地溝帯（旧ホワイト・ハイランド）に設けられていた（深沢[1966]、p.70）。 
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数の農場が 50 エーカー以上であり、ナイロビやティカでは平均 150～200 エーカーの農場も存在し
たが、他方、ケニア人が経営するコーヒー農場は、植民地支配期に政府から規制されていた背景も





















対外援助・融資の総額）は 13.8 億ケニアシリング（1964 年度）から 29.3 億ケニアシリング（1970
年度）に増加しているが、政府歳入に占める対外融資額の割合は年平均で約 20％に達している。さ
らに、13.4 億ケニアシリング（1964 年度）であった対外累積債務は、1970 年に 34.1 億ケニアシ






                                                  
208 深沢[1966]、pp.71-79。 
209 Nasong’o[2005]、pp.19-22。 
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ている。 
 




1964 1,335,152 1,376,500 316,600 23.0% 
1965 1,507,436 1,460,480 222,260 15.2% 
1966 1,687,560 1,469,500 289,700 19.7% 
1967 1,785,756 1,710,680 318,480 18.6% 
1968 1,675,604 1,987,300 319,360 16.1% 
1969 ― 2,190,820 588,320 26.9% 
1970 3,410,937 2,929,600 571,000 19.5% 
1971 3,556,401 3,339,780 729,160 21.8% 
1972 4,151,159 4,057,840 937,220 23.1% 
1973 5,930,174 4,491,640 741,500 16.5% 
1974 8,224,218 5,666,420 882,600 15.6% 
1975 9,474,357 8,328,480 2,013,840 24.2% 
1976 12,494,900 7,580,900 1,580,020 20.8% 
1977 13,729,854 ― ― ― 
1978 16,801,639 14,846,840 3,528,000 23.8% 











                                                  
210 Republic of Kenya[1969]、p.ⅲ。 
211 ibid、p.ⅳ。 





































215 日本の場合、缶コーヒー（120 円前後）に占める生産者（アフリカ人農民）の収入は約 5％、約 500g で販売さ





















                                                                                                                                                              
れている焙煎済みコーヒー豆（300～500 円程度）で約 10％となっており、コーヒーの小売価格の大部分は輸入先
である先進諸国の焙煎業者（多国籍企業）が得る仕組みとなっている。 
216 Republic of Kenya [1969]、p.ⅳ。 
217 高橋[2012]、pp.6-7。 
































                                                  
218 江波戸[1975]、pp.151-152。 
219 植民地支配下で実施されたイギリスのマーケティング・ボード制度については Sandbrook[1985]を参照。 
220 フース[1982]、pp.20-21。 
221 同上、p.21. 
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222 Republic of Kenya[1969]、pp.244-245。各生産者や協同組合がマーケティング・ボードに持ち込んだコーヒー
の生豆は、味や香り、大きさなどから 8 等級（E、AA、AB、PB、C、TT、T、MH／ML）に分類されており、最







225 Bevan, et al.[1989]、p.9。ただし、生産および輸出に対する課税は 1970 年代末より年率 6～7％となり、さらに
1980 年代以降、税率は 9％に上昇している（児玉谷[1985]および Akiyama[1987]を参照）。そして、コーヒーに対
する課税が増加した背景にはモイ政権によるキクユ人農民への弾圧があげられるが、「モイ政権のキクユ弾圧」につ
いては第 4 章にて論じる。 




















（Commissioner for Co-operative Development）や監督官（政府の役人）を派遣し、コーヒー生
産者への監視を強化している。ケニヤッタ政権に対する反対運動は、結果的に、生産者主体の協同
組合を政府が直接的に管理（支配）する契機となったのである228。 
 ケニヤッタ政権が様々な規制（市場介入）を行ったコーヒーは、市場価格が 1 ポンド当たり 38.7
米セントから 97.1 米セントに高騰したことも重なり、輸出規模が急激に増大している。ケニアのコ
ーヒー輸出額は 1965～1969 年で平均 4,390.6 万ドルであったが、1970～1978 年には平均 1.73 億




                                                  
226 アラビカ種コーヒーは、最も高価で取引されているブラジル・アンド・アザー・ナチュラル（Brazilian Natural 
Arabicas）、上品質のコロンビア・マイルド（Colombian Mild Arabicas）、低品質のアザー・マイルド（Other Mild 
Arabicas）の 3 つに分類されており、ケニアではコロンビア・マイルドのアラビカ種が栽培されている（妹尾[2009]、
p.203）。またアラビカ種とロブスタ種では作付けから収穫までに要する期間が異なっており、アラビカ種は4～5年、
ロブスタ種は 2～3 年となっている。コーヒーの作付けから収穫までの流れは辻村[2009]を参照。 
227 Daviron and Ponte [2005]、pp.96-101。 
228 児玉谷[1985]、pp.27-28。 






























 小農が生産したコーヒー・パーチ（外皮が覆われた状態のコーヒー生豆）は KPCU やコーヒー・
ボードが所有する集積・加工工場に移送され、選別・加工された後、コーヒー・ボードに出荷され
るため、生産者は「コーヒー・ボード→KPCU→各農業協同組合（もしくは各生産者）→各生産者」
                                                  
229 Pollin, et al.[2008]、pp.110-115。 




は各農民の所有地や出荷量に基づいて設定されている。例えば、組合員 2 名（所有地が 2 ヘクター
ル未満の農民 A、同 2～4 ヘクタールの農民 B）と組合の責任者 1 名で組織されている協同組合が























                                                  
230 KPCU の機能については Monke, et al.[1995]を参照。 
231 深沢[1967]、pp.92-94。ただしアキヤマによると、ヨーロッパ人農場主や一部の大土地所有者（ケニア人）は
KPCU に加入せず、コーヒ ・ーボードに直接コーヒーを売却する場合がほとんどであった（Akiyama[1987]、pp.3-6）。 
232 北川・高橋[2004]、pp.88-89。 
233 松田[1995]、pp.35-36。1960 年代半ばまで、コーヒー・プランテーションに従事する賃金労働者は 10 万人（労
働者全体の 20％）であったが、1970 年代に入ると、コーヒー生産に従事する農民（小農および賃金労働者）は 200
万人以上に達していた。またマクファクハールとエバンス（Mcfarquhar and Evansv）によると、長期労働者の平
均賃金は 1 人当たり 600 ケニアシリングほどであった（Mcfarquhar and Evansv[1972]、pp.121-138）。 


































                                                  
234 Bates[1981]、pp.81-82。 
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作物栽培を継続させなければならなかった。換金作物の消費者である西側諸国はケニアが輸出した
安価な農産物を輸入することで莫大な富（利ざや）を得たが、生産者であるケニアは、西側諸国が
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第 4 章 政権交代と換金作物依存―モイ政権移行期― 
 
1．カレンジン人政権の誕生と 2 つの問題  
 ケニヤッタおよびケニア・アフリカ人全国同盟（KANU）は土地や農産物といった農業資源を私
物化することで強大な権威主義体制を構築したが、ケニヤッタは 1970 年代に健康状態が著しく悪





























237 Throup and Hornsby[1998]、p.21。 






















































題の継承”はモイが大統領就任と同時期に直面した 2 つの問題とも密接に結びついている。 
 KANU 内部での権力抗争の後、モイは反ウフル派のキクユ人エリートらの支持を背景に、ケニア
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等による追加融資や経済援助を受けなければならなかった。ただし国際社会による追加融資は、ケ
ニアの換金作物依存および食糧輸入の増大が進展する契機ともなっている。 




























                                                  




ている（Throup and Hornsby[1998]、p.17）。そして 1982 年のクーデターも実行前に発覚し、未遂に終わっている。
さらに、クーデター未遂事件に見られるような政権への反感はモイ政権をより強権的な性質に変えた。 











1 トン当たり 5,189.2 ドル（1977 年）から 3,616.7 ドル（1980 年、以下同順）に減少しており、そ
の総額も 5.0 億ドルから 2.9 億ドルに減退している。また、ケニア第二の換金作物であった紅茶の
輸出額は 1977 年に 1 億ドルを超えて以降、1980 年代まで 1.5～2.8 億ドルの範囲で乱高下してい
る（表 4-1 を参照）。そのためケニア国内の生産者価格も、図 4-1 に示すように、コーヒーが 1 キロ
グラム当たり 478.9 セントから 356.1 セントに、紅茶が 1 キログラム当たり 258.9 セントから 215.0
セントに下落した。コーヒーや紅茶をはじめとする換金作物の市場価格が下落傾向に転じたため、
ケニアの農産物輸出額は 8.5 億ドル（1977 年）から 6.9 億ドル（1980 年）まで縮小している。ま
た 1980 年代の農産物輸出額は、コーヒーの市場価格の急騰によって 9.1 億ドルまで回復した 1986
年を除き、概ね横ばい（6～7 億ドル程度）で推移している。 
 
表 4-1 1970～1989 年における主要農産物の貿易額の推移（100 万ドル） 
1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989
コーヒー 62.4 54.8 69.4 102.0 107.6 95.2 222.2 499.6 340.4 302.1 290.5 245.2 266.2 240.2 285.1 281.4 481.9 241.3 273.8 201.2
サイザル 5.3 4.3 5.8 13.7 47.5 20.3 10.0 10.0 106.0 13.0 23.7 19.7 20.0 18.1 17.6 17.6 13.6 12.3 13.4 16.2
非精製砂糖 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.9 0.0 5.9 28.4 37.1 5.2 1.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
紅茶 40.2 39.0 49.7 51.1 56.1 63.8 78.0 182.0 177.2 184.5 171.2 149.4 154.1 192.6 281.6 249.0 233.1 220.4 225.9 266.9
その他農産物 65.5 68.7 90.8 112.5 113.6 117.7 145.3 151.1 144.3 175.1 179.4 162.9 145.5 155.5 154.1 133.6 162.1 178.5 197.9 160.5
農作物輸出総額 177.6 186.4 221.7 299.5 335.1 310.9 469.8 846.2 674.4 695.1 693.4 625.0 591.4 626.2 746.7 684.7 908.0 678.1 735.0 699.1
輸出総額 304.9 314.3 359.1 477.9 611.6 600.7 656.0 1214.4 1028.9 1125.1 1382.1 1203.4 11046.3 982.6 1087.8 990.0 1223.7 963.7 1066.1 999.4  
（出所）FAOSTAT（2013 年 5 月 30 日閲覧）より著者作成。 
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図 4-1 コーヒー・紅茶の生産者価格（米セント／1 キログラム） 
 
（注）1978～1979 年の市場価格（紅茶）は輸出規模より算出した推計値。 
（出所）Central Bureau of Statistics（Kenya）[1961-2010a]より算出し、著者作成。 
 
 これら換金作物輸出の減退に伴い、ケニアの経済成長率は急速に停滞している。図 4-2 に示すよ
うに、1970 年代の年平均経済成長率は 1971 年の 22.2％を頂点に 7.17％の高水準を維持していた
が、1980 年代以降の年平均成長率は 4.23％まで落ち込んでいる。特に 1981～1985 年、1 ポンド当
たり 150 米セント程度であったコーヒーの市場価格が 120 米セントに下落した影響から、経済成長
率も 2.54％まで急落した。また、ケニアは国内で消費される原油や電力などのエネルギー資源や機
械機器等の工業製品を輸入に依存していたため、貿易赤字の規模は石油危機を契機として大幅に増
加した。ケニアの貿易赤字は、農産物輸出が好調であった 1977 年時点で 0.7 億ドルに留まってい
たが、第二次石油危機が発生した 1979 年には 5.3 億ドルとなり、さらに 1980 年には 11.8 億ドル
まで拡大し、1980～1989 年の年平均貿易赤字も 7.3 億ドルで推移するようになった。 
 輸入の増大（貿易赤字の拡大）はケニア国内の物価上昇に多大な影響を及ぼしており、インフレ
率は 1960 年代で 2.68％、1970 年代で 10.33％、1980 年代で 12.72％となっている。インフレ率を




を反映して大幅に増大しており、1977年次で 16.6億ドルであった対外累積債務は 1980年次で 33.7
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億ドルとなり、さらに 1989 年には 58.9 億ドルまで増大していた（図 4-2 を参照）。さらに、モイ
政権発足以降に発生したクーデター未遂事件など国内情勢の不安定化に伴い、ケニア国内に流入す
る投資も大幅に減退している248。ケニヤッタ政権期（1970～1977 年）における対外直接投資（FDI）
は年平均 2,353.1 万ドルであり、またモイ政権発足からクーデター未遂事件が発生する直前の 1978
～1980 年における FDI は 6,579.9 万ドルであった。だが、クーデター未遂事件が発生した 1982 年
前後の FDI は 1,696.2 万ドルまで減少している。 
 






















貿易赤字 対外債務残高 経済成長率(%) インフレ率(%)
 
（出所）佐々木[2012b]および World Bank Data-Bank（2013 年 7 月 23 日閲覧）より著者作成。 
 




年）から 29.0 万人（1980 年、以下同順）に減少しており、約 2.4 万人が失業している。また 1 人
当たりの年平均所得も、民間のプランテーション農場では 3,922.9 ケニアシリングから 5,213.5 ケ
ニアシリングの増加となっているが、公営農場では 8,622.4 ケニアシリングから 7,920.0 ケニアシ
リングに減少しており、全体では 4.6％の賃金上昇率に留まっている。だが 1980 年のインフレ率が
12.6％であり、農業に従事する大勢の貧しい農民や賃金労働者は、賃金の上昇率以上の物価上昇に
直面していた。そのため、ほとんどの農民は賃金上昇の恩恵を享受しておらず、増加した所得の大
                                                  
248 上田[1997]、p.220。 













































表 4-2 1970～1980 年におけるケニアの対外債務の推移（米ドル） 
 対外累積債務残高 対ケニア融資 
（長期） 総額 長期債務 
1970 477,531,000 408,493,000 50,016,000
1971 497,896,000 425,896,000 52,445,000
1972 581,162,000 497,150,000 48,347,000
1973 844,708,000 722,703,000 65,210,000
1974 1,152,689,000 947,447,000 97,589,000
1975 1,290,223,000 1,022,972,000 136,451,000
1976 1,493,329,000 1,178,529,000 157,012,000
1977 1,658,884,000 1,291,764,000 282,310,000
1978 2,173,736,000 1,676,694,000 215,713,000
1979 2,720,996,000 2,103,961,000 299,348,000
1980 3,386,807,000 2,492,529,000 433,462,000









                                                  
252 福田[2008]、p.113。 






























                                                  
253 同上[2011c]、pp.127-129。 
254 World Bank/IBRD [1980]、pp.67-71 および ibid[1981]、pp.19-30。 
255 SAP の政策目標については ibid [1981] 、坂元[1994]および[1996]を参照。 














政権は SAP を拒否できず、ケニアは、世界で最初に SAP を実施した国として、1980 年に自国の
政治、経済、社会における実質的な主権を IMF・世界銀行へ移譲した258。もっとも SAP 実施以後
のケニア経済を見る限り、IMF・世界銀行による政策（SAP）は必ずしもケニアにとって有益な政
策となっていない。 
 IMF・世界銀行主導の SAP を受諾したことは、ケニアが独立後より進めてきた「政治経済構造
のケニア人化」から乖離するものであったが、追加融資や対外債務の返済繰り延べの条件とされて
いる以上、ケニアは SAP を受け入れざるを得なかった259。SAP を受け入れたケニアは、第一次構
造調整融資（Structural Adjustment Loan Ⅰ：SALⅠ）として、世界銀行から中長期目標を達成





図 4-2 にも示したように、SAP が導入された 1980 年以降のケニアの経済指標を見る限り、インフ
レ率の上昇傾向および低い経済成長率は改善されていない。経済状態が悪化し続けていたため、ケ
ニアは 1983 年に第二次構造調整融資（Structural Adjustment Loan Ⅱ：SALⅡ）として、世界銀
行から 1.3 億ドル、IMF から 1.5 億 SDR の追加融資を受けている。また 1986 年には部門別融資と
して、農業、工業、金融の各部門に対する融資が行われた（表 4-3 を参照）。さらに IMF は、途上
国に対する融資を管理する機関として構造調整ファシリティ（Structural Adjustment Facility：
SAF）を設置し、ケニアなど SAP を受け入れた国に対して、SAF を通じた低金利（年利 0.5％）か
つ 10 年間の長期融資を実施した261。 




260 ibid [2007]、p.273。 
261 これら追加融資の実施に加えて、世界銀行は 1987 年にアフリカ支援特別プログラム（SPA）の発足と追加融資
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表 4-3 1980 年代における対ケニア構造調整融資額（IMF：100 万 SDR、世界銀行：100 万ドル） 
 1980 1983 1984 1985 1986 1988 1989 
IMF 241.4 151.5 176.0 85.2 85.0 90.2 
世界銀行 55.0 130.9  
―部門別融資   60.0（農） 112.0（工） 53.7（工）
120.0（金）
（注）表中の（農）は農業、（工）は工業、（金）は金融業を示している。 
（出所）World Bank/IBRD [1980-1993]、佐藤[1995]および坂元[1994]より著者作成。 
 
 SALⅡや部門別融資に加えて、SAF による部門別融資までも実施されたが、ケニアの経済状態の
悪化には好転の兆しがほとんど見られず、例えば対ケニア FDI は 1979～1989 年の 10 年間で約 3














 IMF・世界銀行は、SAP の導入後もケニア（および SAP を実施したアフリカ諸国）の経済状態
が悪化した要因として、急激な人口増加や干ばつなど自然環境上の問題が悪影響を及ぼしているこ
と、SAP の効果が表出するためには長期間を要すること、ケニア政府（モイ政権）による SAP の
履行が不十分であったことをあげているが、SAP の内容自体については一貫して有効性を主張して
いた263。確かに、高橋が「構造調整を形式的には受け入れながら、これをサボタージュするケース
                                                                                                                                                              
資金の確保や拡大構造調整ファシリティ（EASF）の設置を行っている（平野[2009]、pp.70-71）。SPA および ESAF
の詳細については第 5 章にて論じる。 
262 構造調整期における出稼ぎ民の動態については松田[1995]を参照。 
263 SAP の効果に関する世界銀行の主張については World Bank/IBRD [1980-1993]を参照。 
































                                                  
264 高橋[2010]、p.363。 
265 Sachs[2005]、pp.188-195。 
266 途上国企業の買収については坂元[2006]、また経済格差の助長については Stiglitz[2002]を参照。 
267 United Nations Economic Commission for Africa（ECA）[1989]、pp.ⅰ-ⅱ。 




Development Report）によると、ケニア人口に占める農業従事者は 1980 年代で 78～81％となっ
ており、さらに第五次ケニア開発計画（1984～1988 年）においても、労働人口 776.2 万人の内、
590.8 万人（全体の 76.1％）が農業従事者（大土地所有者からプランテーション農場の賃金労働者
までを含む）となっている269。これら大量の労働者が農業部門に投じられたため、ケニアの農産物
輸出は 1980 年代以降から急増している。1970 年代と 1980 年代のケニアの農産物輸出を比較する
と、農産物輸出額は年平均で約 4.2 億ドル（1970 年代）から 6.9 億ドル（1980 年代）に増加して
いる。特に主要換金作物であるコーヒーおよび紅茶に言及すれば、農産物輸出の 38～53％を占める
コーヒーは輸出額が 1.9 億ドル（1970 年代）から 2.8 億ドル（1980 年代）に、輸出量が 7.3 万ト
ンから 9.7 万トンに増大している。また農産物輸出の 24～40％を占める紅茶は、輸出額が 0.9 億ド
ルから 2.1 億ドルに、輸出量が 6.4 万トンから 12.2 万トンにまで増加している。輸出全体に占める
農産物の割合も農産物輸出の増加に伴って拡大しており、その割合は 1980 年時点で 50.2％となっ




において支払われていた賃金の総額は 15.2 億ケニアシリング（1984 年）であるが、これはケニア
全体で支払われた賃金総額 113.5 億ケニアシリングの 13.4％程度でしかない。農業部門は労働者の















269 Republic of Kenya[1983a]、p.7。 










ばならなかった。例えば、1970～1980 年の人口増加率は年平均 3.7％に達し、人口も 1,127.3 万人
（1970 年）から 1,628.3 万人（1980 年）に増加している。さらに 1980 年以降、北西部のエチオ
ピア国境付近に位置するトゥルカナ湖一帯を中心に大規模な干ばつが発生しており、特に大規模な
干ばつが発生した 1984 年には、穀物生産量が約 174 万トン（前年比の 64％）まで減少したため、
国民 1 人当たりの穀物供給量（消費量）は 122.5 キログラム（前年比の 90％）に縮小していた。ケ
ニヤッタ政権期の穀物供給量は 1974～1978 年（第三次開発計画期）で年平均 154.0 キログラムと
なっていたが、1979～1983 年（第四次開発計画期）には 141.3 キログラムまで減少している。 
 大勢のケニア人が主食にしているメイズの場合、生産量は 1970 年の 147 万トンから 1980 年に
は 162 万トンに増加し、メイズの耕地面積も 120 万ヘクタールから 135 万ヘクタールに拡大して
いる。だが、同時期における 1 ヘクタール当たりの収量は毎年 1.2 トン前後に留まっており、収量
は増加していない。またメイズの次に消費されている小麦の場合、生産量は 22.1 万トン（1970 年）






は上限がないため、ケニアの食糧自給率や 1 人当たりの穀物消費量は急激に減少している。 
 メイズと小麦の生産量の合計は 1970～1989 年の約 20 年間で約 120 万トンも増加しているが、
人口は 1,140 万人も増加している。そのため、1 人当たりのメイズ消費量は 1970 年代で 110～130
キログラムで推移していたが、1980 年代には 95～114 キログラムとなっており、90％以上であっ
た食糧自給率は、1970 年代末以降には 70～80％程度まで落ち込んでいる270。そのため、穀物増産
                                                  
270 穀物には主食用に加えて、家畜用飼料として消費されているものがあるため、仮に食糧用としての生産が十分で
あったとしても、全体的には穀物が不足していた（Grigg[1985]、pp.247-248）。1970 年代半ばで 80～90％を達成
していた穀物自給率は 2000 年代で 66％にまで減少している。 








策によって若干の成果を見せており、例えば 1 ヘクタール当たりの収量は年平均 1.4 トン（1970
年代）から 1.6 トン（1980 年代）に増加している。しかし、ほとんど農家では灌漑設備や化学肥料
が普及しておらず、潅漑が導入されている農場の大部分は大土地所有者の経営するプランテーショ
ン農場であったため、貧しい農民は生産量の増加を農地の拡大に依拠し続けていた272。 








までの 10 年間で 5％程度しか拡大していないため、大勢の小農は休閑など農地の未利用期間の縮小
（農地の酷使）と幼児や老年の人を農作業に投じることで自給用の穀物の確保に努めていた275。し
かし、大勢の農民が地力の低下と引き換えに不足した穀物の生産を試みたにもかかわらず、人口は
年率 4％弱で増加していたため、ケニアでは 1 人当たりの穀物供給量が 160.3 キログラム（1976 年）
から 112.9 キログラム（1989 年）に減少している（表 4-4 を参照）。そのためケニアは、1980 年以
降よりメイズや小麦の輸入量を増加することで食糧不足に対応した。 
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表 4-4 1970～1989 年における穀物生産の推移 
 
（出所）FAOSTAT（2013 年 5 月 30 日閲覧）より著者作成。 
 
表 4-5 1970～1989 年における主要穀物の輸入規模の推移 
 
（出所）FAOSTAT（2013 年 5 月 30 日閲覧）より著者作成。 
 
 穀物輸入量は 1970 年代で年平均 5.1 万トンであったが、構造調整の実施を契機として、1980 年
には 40.0 万トンの輸入量となり、その後も年平均 26.1 万トンもの穀物を輸入するようになった。
穀物輸入額は 1970 年代の約 9,300 万ドルから 1980 年には約 4 億ドルに増加し、メイズ輸入額の
みでも 41 万ドルから 1,942 万ドルまで増大している（表 4-5 を参照）。もっともケニア政府は、在
庫保管の限界や購入費の制約によって全ての主だった穀物を毎年輸入しておらず、年度によって輸
入する穀物の種類を切り替えている。そのため、穀物全体は毎年継続して輸入されているが、各穀
物の輸入量は年度によって大幅な増減が見られる。表 4-5 に示すように、メイズは 1983 年および
1986～1989 年に、またコメは 1984～1985 年に輸入量を極端に減らしており、他方小麦の輸入量
は 1982 年と 1984～1987 年に大幅な増加となっている。 
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図 4-3 1976～1995 年におけるコーヒー・紅茶輸出の推移 









の 20 年間でコーヒーは 5.8 万トンから 11.7 万トン（2 倍）に、紅茶は 4.1 万トンから 18.1 万トン





グ・ボードの穀物生産公社（the National Cereals and Produce Board：NCPB）を通じて、穀物
自給率の向上させるための様々な政策を実施するようになった276。NCPB が実施していた制度には、
                                                  
276 ケニアの第五次開発計画によると、NCPB が具体的に実施した主な政策（機能）は、①食糧不足への対応策およ
び市場価格の調整を目的に穀物の備蓄を行うこと、②食糧不足の程度に応じて必要量の穀物輸入を実施することの 2
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等の輸入は次第に増加するようになり、特に食糧輸入は、表 4-5 にあるように 1980 年半ば以降よ
り増加している。 
                                                                                                                                                              
点であった（Republic of Kenya[1983a]、p.65）。 
277 Argwings-Kodhek[2004]、pp.30-31。 
278 Bates[1981]、p.30。 
279 Husain and Faruqee[1994]、pp.209-210、Republic of Kenya[1979] および [1983a]。 
280 Ariga and Jayne[2010]、pp.222-223。 
281 もっとも、ライセンス制度そのものは撤廃されていなかったため、即座に政府による市場介入が撤廃されること
はなかった（Husain and Faruqee[1994]、p.210-212）。 
- 110 - 
表 4-6 1985～1988 年における欧米諸国からケニアへの食糧・工業製品輸入額 
全体
1985 5,406 4.2% 4,034 3.1% 31,212 24.0% 676 0.5% 3,208 2.5% 85,612 65.8% 130,148
1986 32,250 21.6% 6,448 4.3% 28,624 19.2% 7,832 5.2% 11,146 7.5% 63,078 42.2% 149,378
1987 19,486 17.1% 6,650 5.8% 10,846 9.5% 914 0.8% 1,580 1.4% 74,762 65.4% 114,238
1988 9,552 11.5% 5,248 6.3% 19,650 23.7% 1,322 1.6% 284 0.3% 46,838 56.5% 82,894
（合計） 66,694 14.0% 22,380 4.7% 90,332 19.0% 10,744 2.3% 16,218 3.4% 270,290 56.7% 476,658
全体
1985 3,036.9 22.7% 1,686.5 12.6% 2,315.7 17.3% 952.6 7.1% 726.7 5.4% 4,658.1 34.8% 13,376.5
1986 3,619.1 19.3% 2,685.9 14.3% 2,797.1 14.9% 983.1 5.2% 2,886.4 15.4% 5,784.6 30.8% 18,756.2
1987 4,426.2 21.8% 2,098.4 10.3% 3,028.5 14.9% 1,868.6 9.2% 1,724.1 8.5% 7,166.3 35.3% 20,312.1
1988 6,203.9 23.0% 3,071.1 11.4% 4,242.5 15.8% 1,520.9 5.7% 2,016.7 7.5% 9,860.8 36.6% 26,915.9
（合計） 17,286.1 21.8% 9,541.9 12.0% 12,383.8 15.6% 5,325.2 6.7% 7,353.9 9.3% 27,469.8 34.6% 79,360.7
食糧輸入の推移（1万ケニア・シリング）
工業製品(100万ケニアシリング）
イギリス 西ドイツ 日本 アメリカ フランス その他
イギリス ドイツ アメリカ フランス イタリア その他
 
（出所）Central Bureau of Statistics (Kenya) [1961-2010a]より著者作成。 
 
 ケニアの主要な貿易相手国はイギリスやドイツ（旧西ドイツ）、フランス、イタリア等の欧州諸国
（ケニアの総輸入額の 43.1％）とアメリカ（同 6.3％）である（表 4-6 を参照）。また、ケニアの主
な輸入品目は食料品（穀物や飲料水等）、天然資源（原油）、工業製品（機械機器、化学製品等）で
あるが、これら輸入品は概ね欧米諸国から輸入されていた。例えば工業製品等は、イギリスがケニ
アの輸入の約 2 割、日本やドイツ、アメリカ、フランスがそれぞれ 1～2 割を占めており、また食
料品輸入ではアメリカが 2～3 割、イギリスが 1～2 割を占めている。ケニアに大量の穀物を輸出し
ているアメリカとイギリスの穀物生産量に言及すると、アメリカのメイズ生産量は年平均 1.5 億ト






 SAF の設置や部門別融資が実施された 1986 年には、GATT の多角的貿易交渉（ウルグアイ・ラ
ウンド）が開始されるとともに、アメリカなどドナー諸国が農産物貿易における関税の引き下げや






                                                  
282 自由貿易の推進と食糧自給の向上については應和[2004]および OECD [2012]を参照。 



















に陥るようになった。農民 1 人当たりの所得は 1979 年で 552 ドル（6 万 4,740 ケニアシリング）
から 1989 年には 521 ドル（24 万 3,116 ケニアシリング）となっているが、ケニアシリング換算の
賃金は為替レートの変動や高いインフレ率に伴って上昇しているだけであり、ドル換算では一年当















































                                                  
288 さらにウガンダやタンザニアなど近隣諸国からの出稼ぎ民も大勢流入しており、都市部はケニア人労働者に十分




Throup and Hornsby[1998]、p.37）。 









年に実施された第 19 回憲法改正では「KANU を唯一の政党とする」という第 2A 条が規定されて


















                                                  
291 Gibbon[1995]、p.77。 





293 モイ政権下で行われた政権および行政機構上の偏った人事については ibid、pp.147-149 を参照。 
294 津田[2007c]、pp.90-91。 
295 Republic of Kenya[1979]、pp.15-22。このとき対象となった貧困層は、①牧畜業、②小規模農家、③土地なし
労働者、④都市部の貧困者、⑤ハンディキャップを持つ人であった。 
296 ibid [1983a]、pp.38-39。 






























                                                  
297 高橋[2012]、pp.9-11。 
298 Bates[2005]、pp.59-60。 
299 Republic of Kenya [1979]、p.ⅰ。 
300 農耕に適した土地を所有している農民はほとんどが大土地所有者であったが、これら農民は全人口の 2 割程度で
しかなかった。また 41 万世帯の土地なし農民は全人口の 13％であり、残り 67％は所有地が 1 エーカー未満の小農
であった（Nasong’o[2009]、pp.331-334）。 
301 Republic of Kenya[1979]、p.53; 282-283。 








フトバレー州のキクユ人農民が経営する全てのコーヒー農場の規模は、1979 年時点で 3.2 万ヘクタ
ールであったが、1983 年には 1.8 万ヘクタールとなり、さらに 1985 年には 0.6 万ヘクタールまで
縮小している。他方、カレンジン人の経営する紅茶農園の場合、1979 年時点で 2.0 万ヘクタールで
あったが、1983 年には 2.2 万ヘクタールとなり、さらに 1985 年には 2.7 万ヘクタールに拡大して




表 4-7 1975 年および 1980 年の土地登記規模の比較 







ウエスタン州 5,614 5,661 0.8 
ニャンザ州 5,412 5,725 5.8 
リフトバレー州 4,062 5,078 25.0 
セントラル州 4,155 4,155 0.0 
イースタン州 2,645 2,744 3.7 
ノースイースタン州 ― ― ― 
コースト州 540 884 63.7 
ナイロビ特別区 ― ― ― 
合計 22,428 24,247 8.1 




                                                  
302 Kanyinga, et al.[2008]、pp.114-117。 
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に進めている。リフトバレー州で登記化された農地はケニヤッタ政権期で約 4,000 ヘクタール程度
だったが、モイ政権以降後の 1980 年には 5,000 ヘクタール以上に拡大している（表 4-7 を参照）。
他方、キクユ人やメル人、エンブ人の居住地域であるセントラル州やウエスタン州の土地登記の増
加率は 1％未満に留まっており、未だ登記化されていない土地が 5,000 ヘクタール以上もある。ま















る要因となっている。ベヴァンら（Bevan, et al.）の調査によると、1975～1982 年に行われた土地
購入の割合はケニアの国土全体の 0.5％でしかなく、地価も 1 エーカー当たり 1.8～4 万シリングで
あるため、土地購入機会に恵まれた農民は、概ね大土地所有者やエリート層などの富裕層に限られ
ていた305。 
 賃借によって土地を確保する農民も存在したが、1 エーカー当たりの土地賃借料は年間 200～
1,600 ケニアシリングであり、貸付金利は年率 3～9％となっている。この年間の土地賃借料はケニ








都市の発展にまで拡充していることを示唆している（Republic of Kenya[1983a]、pp.187-189）。 
304 Yamano, et al.[2009]、pp.94-95。 
305 Bevan, et al.[1989]、p.20。 
306 Monke, et al[1995]、pp.81-82。 





表 4-8 1980～1995 年における紅茶の市場価格（米セント／1 キログラム） 
 
（出所）United Nations Conference on Trade and Development（UNCTAD）[2000-2012]および IMF Primary 
Commodity Prices（2013 年 6 月 6 日閲覧）より著者作成。 
 
 表 4-8 に示すように、1970 年代前半における紅茶の市場価格は 1 キログラム当たり 100 米セン
ト前後で推移していた。だが、1970 年代末より生じた一次産品需要の減退に伴い、1980～1988 年
の市場価格は約 50 米セントまで下落し、1984 年には 345.7 米セントに高騰するなど、紅茶の市場
価格は著しく乱高下している。もっとも紅茶は、コーヒーほど極端に高価ではないが、比較的高価




























主義体制を構築する上で効果的な制度となったのがケニア紅茶公社（Tea Board of Kenya：TBK）
およびケニア紅茶開発公社（Kenya Tea Development Authority：KTDA）という政府所管の公社
（マーケティング・ボード）である310。 




売する際に、必ず TBK もしくは KTDA を介さなければならなかったため、これら機関の管理（実
質的な支配）下に置かれていた312。ただし、両公社は生産管理ないし支援の対象となる農民が異な
                                                  
307 Lofchie[1989]、pp.187-190。 
308 高橋[2003]、pp.238-240。 
309 Bates[1981]、pp.19-23; 95-99 および Bates[1983]、pp.118-133。 
310 KTDA は 1960 年に設立された特殊作物開発公団（Special Crops Development Authority）が 1964 年に名称を
変えた組織であるが、基本的な業務内容は変更していない。（児玉谷[1985]、pp.29-32）。 
311 Monke, et al.[1995]、p.62。紅茶は発酵食品であるため、茶葉は摘採後 6 時間以内に加工工程を行わなければ品
質が急激に損なわれる。そのため、紅茶の生産から加工までの過程がマーケティング・ボードの管理下に置かれて
いることは、茶葉を製茶するうえで効率的であった（大倉[2004]、pp.181-182）。 
312 同上[2000]、pp.37-38 および Bates[2005]、p.77。 
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と、ケニア全土に広がる紅茶生産地約 3 万ヘクタールの内、3 分の 1 が大土地所有者の経営するプ
ランテーションとなっており、しかも 20 ヘクタール以上の農地を有する大土地所有者は 270 世帯
以上となっている313。他方、紅茶生産に従事している賃金労働者や小農は約 10 万人であるが、小
農（賃金労働者）の生産量・生産額の比率は大土地所有者とほぼ同規模となっている。そのため、
大土地所有者 1 世帯当たりの生産量は小農と比較すると約 370 倍となっており、大土地所有者‐小
農間の収入も大幅な格差が生じている。また 1970 年代前半まで、カレンジン人農民は 1 ヘクター
ル未満の農地を所有する小農、もしくは土地なし農民が大半を占めていた。だが、紅茶生産及び農
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に弱体化した。ケニア産コーヒーの国際市場価格は 1977 年の 200.4 米セント（1 ポンド＝454 グラ
ム当たり）を境に年々下落しており、一時的に市場価格が 136.5 米セント前後に回復した 1985～
1986年を除き、コーヒー価格は年率 7.3％で下落していた。コーヒー価格が下落した外的要因には、
1980 年代より生じた一次産品需要の減退および国際協定の機能不全があげられる。特に 1980 年代
後半、価格安定を目的に実施されていた国際コーヒー協定（ICA）が崩壊したため、国際市場価格
は 100 米セントを割り込むようになった（表 4-9 を参照）。 
 
表 4-9 1977 年以降におけるケニア産コーヒーの市場価格の推移（米セント／60 キログラム） 
 
（出所）International Coffee Organization（2013 年 5 月 18 日閲覧）より著者作成。 
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後発の生産国による過剰生産（輸出）も重なったため、ICA の経済条項は 1989 年に機能不全（実
質的な崩壊）に陥った。1980 年代に顕著となったコーヒー貿易を取り巻く諸問題は、ケニアのコー
ヒー生産者（キクユ人）の富を大幅に縮小させている。また 1980 年代半ば以降、下落傾向にあっ








                                                  
316 輸出割当量および ICO の諸問題については Daviron and Ponte[2005]、Bohman and Jarvis[1999]および石田
[1990]等を参照。 
317 妹尾[2009]、pp.205-206、深沢[1978]、pp.268-269。 
318 ケニアに課せられた輸出割当量の規模は Africa Research Limited [1980-1990]および Akiyama[1987]を参照。 
319 McMahon[1989]、pp.297-298。 











る。生産者価格は 1977 年時点で 478.9 ドル（100 キログラム当たり）となっていたが、1981 年に
















                                                  
320 Throup and Hornsby [1998]、pp.48-49。 
321 Republic of Kenya[1979]、p.219。 
322 Akiyama[1987]、pp.1-2。 
323 生産量が 700 キログラム以下の農民（概ね、所有地が 2 ヘクタール未満の小農）の場合、各農家の現金収入より
も、家畜の売却や都市部への出稼ぎなど農業以外の収入の方が大きかった（児玉谷[1985]、pp.26-27）。またコーヒ
ー生産に対する課税も、ケニヤッタ政権下では 6％程度で推移し、年度によっては非課税とされた場合もあったが、




324 コーヒー生産者の貧困問題は Daviron and Ponte[2005]、辻村[2009]および妹尾[2009]を参照。 


































                                                  
325 Waters[1972]、pp.172-174。 
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第 5 章 政治経済構造の変容と切り花の勃興―複数政党制移行期― 
 





























































KANU 所属の状態で政治活動を行うことを選択している。非カレンジン系の議員が KANU に所属
していた目的は、①政治家としての地位や権限を保持する上で政党に在籍しなければならなかった
                                                  































 コーヒーの国際市場価格は、ICA 崩壊直前の 1988 年で 115.9 米セント（1 ポンド＝約 454 グラ
ム当たり。以下、同単位）であったが、1989 年には 91.7 米セントにまで下落している329。さらに、
1985 年まで輸出量 1 万トン未満であったベトナムが、1990 年代初頭には 9 万トン以上のコーヒー
を輸出するようになったため、1992 年の市場価格は 53.4 米セントに急落した。また ICA の経済条
項（輸出割当制度）が機能不全に陥っていたため、ベトナムはコーヒーの輸出量を 1995 年には 24.8
万トン、2000 年には 73.4 万トンまで増やしている。ベトナムのコーヒー輸出が僅か 15 年で 81 倍
も増加した背景には、ICA の崩壊に伴う輸出割当制度の機能不全や、コーヒー生産大国のブラジル




たことが要因としてあげられる（Daviron and Ponte[2005]、p.121）。 
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の冷害に伴う市場価格の一時的な急騰に加えて、ベトナム国内における経済・農業政策の転換があ
げられる330。 















 第 10 号決議の主な内容は、国内の農産物市場における市場経済の導入、個人による農地所有の
認可、生産物に対する個人農家請負制度の導入である。特に個人農家請負制度（農場の個人経営や
生産物を個人の判断で消費・売買することを可能にした制度）が実施されたため、農場経営者は収











                                                  
330 Thanh and Shively[2008]、p.312。 
331 トラン[1996]、pp.47-49。 
332 小澤[2010]、pp.110-112 および長[2005]、pp.281-283。 
333 浅岡[2012]、p.77 および村田[2004]、pp.20-22。 








世界第 2 位のコーヒー生産大国に飛躍した。他方、1985 年時点で世界第 10 位に位置していたケニ
アのコーヒー輸出量は 2000 年には第 17 位に陥落し、2001 年以降の年平均コーヒー輸出量も 4.8
万トン程度に留まっている。 
 コーヒー産業に従事していた大勢のキクユ人農民は、ケニア・コーヒーの衰退に伴って収入が減










































国および IMF・世界銀行が推進した「市場自由化」、およびドナー諸国が 1990 年代初頭よりケニア
に迫った「政治体制の民主化」である。 
 ケニアの経済状態は SAP 導入以後も回復の兆しが見られず、むしろ悪化していたため、ドナー
諸国による圧力は融資を欲していたケニアに多大な影響を及ぼした。ケニアの経済成長率は 1980
年で 5.6％だったが、SAP 導入直後の 1981 年に 3.8％となっており、1982～1984 年には年平均成
長率が 1.5％まで下落し、さらに 1992 年には―0.8％とマイナス成長に陥っている。年平均成長率
は 1980 年代の 4.2％から 1990 年代には 2.2％となっており、1970 年代の 7.2％と比較すると大幅
な停滞となっているため、SAP の実施は経済成長率の改善に十分な貢献を示していない。対外累積
債務も、1979 年時点で 27.2 億ドルであったが、1981 年に 32.3 億ドルとなり、1990 年には 70.6
億ドル（1979 年の約 2.6 倍）まで増大している。またインフレ率は 10.3％（1970 年代）から 12.7％
（1980 年代）になり、1990 年代には 17.2％まで上昇している。さらに対外直接投資（FDI）も 1970
年代、1980 年代ともに約 3,000 万ドルに留まっており、投資の流入状況も改善していない。 
 もっとも SAP の実施を迫った IMF・世界銀行は、ケニアの経済状態が悪化し続けていたことに
対して、構造調整の内容ではなく、構造調整を実施する途上国政府側に不備があると主張していた。
具体的には、「政府による市場介入による歪み」や「諸規制に伴う民間企業の活動の停滞」といった
批判である339。そして IMF・世界銀行は、1986 年 3 月に構造調整ファシリティ（SAF）に基づく
追加融資を実施し、さらに 1987 年 12 月には融資規模や機能拡大を目的とする拡大構造調整ファシ
リティ（Enhanced Structural Adjustment Facility：ESAF）の設置によって、債務諸国に「市場
の自由化」を迫るための環境整備を進めた。ESAF の主な機能は、①SAF と同様に IMF・世界銀
行の構造調整融資を実施・運用すること、②同機関が定めた基準に合致する途上国に対して年利
0.5％・10 年完済の融資を行うこと、③融資実施の可否は国民 1 人当たりの所得や国際開発協会
（International Development Association：IDA）の審査基準に基づいて判断すること、④融資額
                                                  
339 World Bank/IBRD [1989]、pp.105-113 および高橋[2010]、pp.100-101。 
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は当該国に割り当てられた IMF の出資割当金（IMF Quotas）の 140％を最大とするが、例外的な










 さらに世界銀行は、1987 年にアフリカの最貧国を対象とする特別支援プログラム（Special 





はケニアに対して、1987 年 2 月時点のスタンドバイおよび SAF の融資額を“3,800 万ドル”から
“3 年間で 2.35 億ドル”に即時拡大している340。さらに IMF は、1980 年代後半に実施された拡大
構造調整融資に加えて、1990 年代には重債務最貧国となった途上国を対象に、重債務最貧国イニシ
アティブ（Heavily Indebted Poor Countries Initiatives）等の対外債務返済の免除や繰り延べを実
行している。だが、これら追加融資の実施に伴って押し進められたコンディショナリーはケニア経
済を好転させていない341。国際連合アフリカ経済委員会（ECA）が政策内容の非有効性を指摘して
いるように、ケニアは SAP の長期実施によっても経済状態を改善することができず、SAP 実施以
前と同様に、換金作物輸出の拡大に伴う一時的な経済成長を達成するに留まっている。 
                                                  
340 Boughton[2001]、p.596。 
341 福田[2008]、pp.114-115。 
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 ケニア統計局発行の『年次統計』によると、1970 年代末～1990 年初頭にかけて、ケニア政府の
資本収入に占める対内債務の比率が急増している。1979 年次で対内債務の貸付額は約 3 億ケニア
シリング（資本収入の 12％）であったが、1980 年には 12.8 億ケニアシリング（同 28.9％）、1990

























施していなかった。ケニヤッタ政権期の経済政策については第 3 章を参照。 























委託されていた IMF・世界銀行も、ESAF の拡大・拡充（1993 年 12 月実施）を進める際、債務返
済が滞っていたケニアに対して政治体制上の問題（KANU 一党制による独裁的性質）を指摘し、モ
イ政権に複数政党制への早期移行を迫った347。モイ政権の権威主義体制を非難したドナー諸国はケ
ニアに対する 1990 年の融資額を前年度より 10％（約 7,000 万ドル）削減した 7.2 億ドルに設定し、




                                                  
344 1990 年代、政府は小農の保護を口実に、主要な換金作物に対する市場自由化を即座に進めておらず、例えばコ
ーヒー産業は、2001 年に制定された新コーヒー政策（New Coffee Act）に基づき、市場価格の回復が見込めなくな
った 2002 年から市場自由化が本格に進められている（EIU [2002]、pp.34-35）。 
345 ケニアの園芸作物産業における市場自由化・規制緩和については、第 5 章第 2 節および第 3 節にて後述する。 
346 IMF・世界銀行を介したドナー諸国による圧力については坂元[2006]および[2008]を参照。 
347 Boughton[2001]、pp.595-597。 

































                                                  
348 久野[2008]、pp.84-85。 
349 同上、pp.97-98。 













表 5-2 各国の切り花輸出総額の推移（100 万ドル） 
 1992 1998 2001 
オランダ 2,153.6 (65.6) 2,296.1 (56.2) 2,027.9 (55.7)
コロンビア 395.6 (12.1) 600.0 (14.7) 562.5 (15.5)
エクアドル 25.3 (0.8) 201.9 (4.9) 206.6 (5.7)
ケニア 61.5 (1.9) 131.6 (3.2) 165.3 (4.5)
アメリカ 14.4 (0.4) 20.6 (0.5) 114.4 (3.1)
イスラエル 146.1 (4.4) 175.2 (4.3) 114.4 (3.1)
その他 487.2 (14.8) 659.0 (16.2) 449.0 (12.4)
合計 3,283.7 (100.0) 4,084.4 (100.0) 3,640.1 (100.0)
（注）括弧内は世界全体の切り花輸出額に占める割合（％）を示している。 
（出所）World Bank/IBRD[2005]および Pathfast Publishing[1997]より著者作成。 
 
 バラやチューリップ、カーネーションといった切り花の需要は世界全体で増加傾向となっており、
特に切り花や植木、球根等の“花き”の世界全体の輸出額は 1990 年代で 70～80 億ドルに達してい
る。切り花に限定すると輸出総額は 30～40 億ドルであり、“花き”輸出全体の約 5 割を占める換金
作物となっている352。切り花に対する国際的な需要増大から、世界最大の切り花市場がある切り花
輸出大国のオランダ（世界全体の切り花輸出の 55.7％を占めている）は切り花の増産および輸出拡
                                                  
350 Republic of Kenya [1983a]、pp.180-181 および ibid [1983b]、p.83。 
351 ibid [1979]、pp.237-246 および ibid [1983a]、pp.177-181。 
352 切り花以外の花き輸出の内訳（比率）は、植木類の輸出が約 3 割、枝葉と球根・種子の輸出がそれぞれ約 1 割と
なっている（World Bank/IBRD[2005]、pp.20-27）。 





























 ケニア国内の切り花関連企業によって組織されたケニア切り花協会（Kenya Flower Council）に
よると、バラやオトギリソウ、トルコキキョウ、カーネーションといった切り花を栽培する企業は
約 60 社であり、関連子会社を含めると 70 社以上になる354。これら企業の内、ケニアの切り花輸出
                                                  
353 Export Processing Zones Authority (Kenya) [2005]、pp.1-2; 10-11。 
354 Kenya Flower Council ウェブサイト（2013 年 6 月 19 日閲覧）。1996 年に設立されたケニア切り花協会は、ケ
ニアで行われている切り花生産企業の管理・統括や生産技術の指導などを行っている。ただし、各農園に対する規
制など、マーケティング・ボードのような市場介入は行っていない。 
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の 70％以上を占める「バラ」の生産や加工に携わっている企業は 40 社（関連子会社を除く）であ





やマリダディ（Maridadi flowers Ltd.）などのオランダ資本が 6 社、デイブ・ローズ（Dave Roses 
Ltd.）やフィンレイズ（Finlays Horticulture Ltd.）などのイギリス資本が 5 社、アメリカや UAE、












したため、ケニア産の切り花が EU 全土で販売されるようになった。 
 これら切り花生産および流通網の整備に際して、欧州資本がケニアに対して大規模な投資を展開
したため、ケニアの対外直接投資（FDI）は大幅に増加している。ケニアに対する FDI は 1980 年
代前半（1981～1985 年）で年平均 1,810 万ドル程度であったが、園芸作物栽培が開始されるよう
になった 1980 年代後半（1986～1988 年）で 2,417 万ドルとなり、さらに欧州系資本がケニアで切
り花栽培を展開した 1989～1991 年には 4,603 万ドルまで拡大している。そして、1981～1991 年
で約 2.6 倍も拡大した FDI の大部分は、ケニアの切り花産業を発展させるという理由から、切り花
関連の生産・流通部門に投じられており、例えば航空会社や国営のプランテーション、換金作物の
加工工場、保管倉庫など、多数の国営企業が先進諸国資本によって買収された。1980 年代で 255
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社あった国営もしくは官民共営企業は 1990 年時点で半数以上が民営化されている357。 
 
表 5-3 1980 年以降におけるコーヒー・紅茶・園芸作物輸出の推移 
 
（注）統計上の数値が合致しないため、園芸作物の輸出量は一部不明。 
（出所）Central Bureau of Statistics（Kenya）[1961-2010a]、[1982-2011b]、EIU[1987-2012a]および FAOSTAT
（2013 年 4 月 12 日）より著者作成。 
 
 この多国籍企業による本格的な参入はケニア産切り花および園芸作物の輸出を急増させる契機と
なっている。園芸作物輸出額は 1987 年まで 1億ドル以下であったが、1995 年には 2億ドルを超え、
                                                  
357 Bigsten and Kimuyu[2002]、pp.14-17。 
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2007 年には 10 億ドル近くに達している。さらに輸出量も 1980 年代で平均 10 万トン未満であった































コーヒー 紅茶 園芸作物 経済成長率(%)
（出所）FAOSTAT（2013 年 4 月 12 日閲覧）、EIU [1987-2007a]、及び United Nations Statistics Division（2013
年 6 月 20 日閲覧）より著者作成。 
 
 ケニアの経済成長率は SAP が導入された 1980 年代以降も伸び悩んでいたが、コーヒー輸出の減
少を補うかたちで園芸作物や紅茶の輸出が拡大したため、1990 年代前半より経済成長率が好転して
いる。コーヒーの市場価格が 1 ポンド当たり 28.9 セントまで下落した 1992 年、ケニアの経済成長
率は－0.8％であったが、コーヒー・紅茶・切り花の輸出が増加した 1995～1996 年には年率 4％台
にまで回復している（図 5-1 を参照）。ただし急激に増加したケニア産切り花を輸入しているのは、
                                                  
358 勝俣[2013]、pp.191-193。 
359 岩井[2002]、pp.92-93。 




























                                                  
360 ケニア産以外の切り花では、コロンビアとイスラエルがそれぞれ 16％となっている（Export Processing Zones 
Authority (Kenya) [2005]、pp.9-10）。 
361 福田によると、構造調整政策の民営化プログラムが本格的に実施された 1990 年代以降、サハラ以南のアフリカ
諸国では航空会社や銀行、船舶、郵便・通信関連などの国営企業の大部分が、民営化という名目の下、先進諸国の
企業に次々と売却されていた（福田[2011c]、pp.132-134）。 



































































369 McCulloch and Ota[2002]、pp.6-7。 
370 福井[2009]、pp.52-53。 
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や他の地域から移り住む人々に提供できるほどの雇用機会がない371。ナイロビの人口は、公式には
約 200 万人であるが、さらにスラムに住む非公式の（統計に含まれていない）人々が 100 万人以上
いるため、300 万人以上の人々が農村部よりも高賃金の“ナイロビの雇用機会”を奪い合っている。


























                                                  







































                                                  
373 KANU 一党制に関する規定は、例えば①議会選挙への立候補は KANU に所属する政治家に限定すること、②
KANU を離党もしくは除名処分となった政治家は国会議員の議席を失うことがあげられる。詳細は第 5 章第 1 節を
参照。 






かセントラル州やナイロビへ移住しなかった（表 5-4 を参照）。 
 
























難したために 1988 年末に KANU を除名処分となり、議席を喪失している。また、反政権派の人々
を懐柔させるために副大統領となったセントラル州出身のジョセフ・カランジャ（Joseph Karanja）
も、現地の人々から支持を得られなかったという理由だけで、1989 年 4 月に不信任案（一党制の
ため、KANU によって提出されたもの）が可決され、副大統領職の辞任に追い込まれた。さらにカ
ランジャは 1989 年 6 月に KANU 除名処分となり、国会議員議席までも喪失している。また、秘密
選挙の廃止と行列方式の採用という投票方式の変更に反対したナイロビ選出のチャールズ・ルビア
（Charles Rubia）ら 13 名の現職議員も KANU を除名された374。 
 除名処分以外に、現職の外務大臣ロバート・オウコ（Robert Ouko）が他殺体で発見されるとい
う事件のように、事件・事故の被害にあった政治家もいた。オウコは東アフリカ共同体のケニア代





～1989 年に KANU を除名されたマティバら改革派議員に対しても多大な影響を与えた人物であっ
たため、モイによる弾圧の対象となった。そのため、オウコが 1990 年 2 月にケニア西部に位置す
るニャンザ州のキスム県で何者かによって殺害された際、ルオ人エリートの中には“モイによる暗
殺”との憶測が広がっていた。 











375 Throup and Hornsby[1998]、pp.58-60。 



















 ただし、サイトチ委員会がモイ政権の継続を「2 期（10 年）まで」とする三選禁止の制約を打ち













                                                  
376 ibid、pp.67-69。 
377 ibid、pp.66-67。 












後の 1991 年 2 月、オディンガは国民民主党（National Democratic Party：NDP）という政治結
社を組織し、民主主義および公正公平な政治体制の再建を強く主張するようになった。 


















を廃止せざるを得なかった379。そして 1991 年 12 月、KANU 一党制を規定した第 2A 条項を廃止
                                                  
378 高橋[2010]、pp.375-376。 
379 Murunga[2007]、p.295。 





 1991 年末に起きた政治体制上の変革は様々な政党・結社の組織化に起因している。1991 年末か
ら複数政党制移行後初の議会選挙が実施された 1992 年まで、新たに認可された代表的な政党には
民主主義復興フォーラム（Forum for the Restoration of Democracy：FORD）がある。複数政党
制に移行する直前から活動していた FORD は、ケニヤッタ政権によって政界から追放されたオディ
ンガなどニャンザ州出身のルオ人政治家が中心となって、1991 年 11 月に組織された政治結社であ





 また同じキクユ人政治家であっても、複数政党制移行後に与党 KANU を離党したキバキらセン
トラル州北部出身のキクユ人政治家は、セントラル州南部出身の議員と共闘関係を構築せず、民主





との 2 点があげられる。DP 設立の背景から、複数政党制移行後のキクユ人エリートは、キクユ間
の不協和や支持基盤の相違に起因するかたちで、それぞれに異なる政党を結社したことが伺える。
もっとも、これら反政権派の目的は複数政党制への移行およびモイ政権の打倒という点で共通して
いたため、1991 年、反政権派は国際社会による外圧を背景に KANU 一党制を規定する憲法 2A 条
の改正・削除を成し遂げた382。ただし、複数政党制導入を目指して奮起した野党勢力は、目的を達
成したにも関わらず、党内の分裂や候補者の乱立に伴う“支持の分散”に陥っている。 














































                                                  
383 Nasong’o[2005]、p.113。 





























立候補者選定に伴う対立は妥協点を見出すことができず、FORD は 1992 年に分裂、マティバらキ
クユ人エリートは FORD アシリ（Forum for Restoration Democracy‐Ashili）を、オディンガら
ルオ人エリートは FORD ケニア（Forum for Restoration Democracy‐Kenya）を組織することと
なった。 
                                                  
384 モイ政権の誕生に際して発生していたキクユ人間の権力抗争については、第 4 章第 1 節にて詳細を論じているた
め、本章では省略する。 
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 ケニアの全人口の約 2 割を占めるキクユ人勢力は、独立後の政治体制を掌握し続けてきたが、複
数政党制移行とともにキバキ派とマティバ派に分かれていた。さらに野党最大勢力であった FORD
も分裂したため、モイ政権に反発した全ての野党勢力は現行の権威主義体制に対抗し得るような存
在になれなかった。他方、野党勢力の分裂に成功したモイは、KANU を離党したキバキら 10 名の













 さらにモイは、1992 年 8 月のケニア憲法改正によって大統領選挙の規定を変更し、ナイロビ特
別区を含むケニア全 8 州の内 5 州で 25％以上の得票率を得ること（以下、「5 州 25％ルール」）（憲
法第 5 条）を選挙に勝利するための条件とした。また野党勢力は、政党・結社の設立に際して、モ















388 Onoma[2010]、p.32; 159-161。 
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た有権者はモイの報復を恐れて野党勢力に投票できなかったため、モイは複数政党制移行後も大統
領の座を維持した389。 













表 5-5 1992 年議会選挙における各政党の州別獲得議席数 
各州 KANU FORD-K FORD-A DP その他 計 
リフトバレー州 36 2 4 2 ― 44 
イースタン州 21 1 ― 9 1 32 
ニャンザ州 7 20 ― 1 1 29 
セントラル州 ― 1 14 10 ― 25 
コースト州 17 2 ― 1 ― 20 
ウエスタン州 10 3 7 ― ― 20 
ノースイースタン州 8 1 ― ― 1 10 
ナイロビ特別区 1 1 6 ― ― 8 
大統領選出枠 12 ― ― ― ― 12 
計 112 31 31 23 3 200 
（注）大統領には、普通選挙とは別に 12 名の国会議員を独断で選出・任命する権限が与えられている。 
（出所）EIU[1987-2012a]および[1987-2012b]より著者作成。 
 
                                                  
389 高橋[2010]および[2012]。 
390 同上[2011a]および松下[1998]。特に 1991 年 10 月にリフトバレー州ナンディ県で発生した住民襲撃事件以降、
キクユ排斥運動や家畜強奪、土地収奪といった事件が多発し、1992 年の選挙後までに死者 1,500 人以上、国内避難
民 30 万人以上という大規模な事態に至っている（津田[2000]）。 
391 同上[2001]、pp.97-103。 
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 「5 州 25％ルール」を達成した候補者は 1992 年の大統領選挙においてモイだけであり、総得票
数においても、モイが第 2 位のマティバを 10％以上引き離して、大統領再任を果たした。さらに議
会選挙においても、KANU が 188 議席中 112 議席を獲得した。他方、野党勢力の選挙結果である
が、ルオ人中心のニャンザ州は FORD ケニアを支持しており、また大勢のキクユ人賃金労働者（貧
困層）を抱えるナイロビの支持は FORDアシリに偏っている。しかし、セントラル州の支持は FORD
アシリと DP に分散し、議席に関しても FORD ケニア・FORD アシリ・DP の 3 政党の獲得議席は
85 議席（全体の 45.2％）に留まっていた（表 5-5 および 5-6 を参照）。 
 
表 5-6 1992 年大統領選挙における各候補者の獲得票数 
立候補者 獲得票数 得票率 
モイ（KANU） 1,964,421 36.4 
マティバ（FORD-Asili） 1,412,476 26.2 
キバキ（DP） 1,028,152 19.1 
オディンガ（FORD-Kenya） 946,572 17.6 
その他（候補者 4 名） 37,830 0.7 




であるライラ・オディンガ（Raila Amolo Odinga）は、高齢のオディンガ（1994 年に死去）に代
わってルオ人エリートを率いる立場になると、FORD ケニアから分裂し、ケニア国民開発党
（National Development Party of Kenya：NDP）を結成した。さらに全人口の 5％を占めるキシ
イ人の勢力も FORD ケニアを離脱し、社会民主党（Social Democratic Party：SDP）を結成した
ため、ルオ人主体であった FORD ケニアはリフトバレー州北西部やウエスタン州出身のルイヤ人が
主体となった。また 1997 年選挙の実施に際して、FORD アシリに所属していたニャンザ州出身の
キシイ人政治家はキクユ中心となっていた同政党から分裂し、FORD ピープル（Forum for the 




体制はモイが任期を満了する 2001 年まで維持された。そして 2002 年、ケニアは「初の民主的な選
挙および政権交代」を迎え、KANU 中心の政治体制の変容を達成した。 
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4．小括  





























そして貧困や食糧不足に陥っている人々は、「1963 年の（虚構の）独立」から約 30 年経たにもか
かわらず、植民地支配期と同様の支配構造に囚われ続けており、むしろ支配構造は“欧米列強諸国
による富の収奪”および“ケニア人の独裁者による支配”という「二重の支配」に悪化している。
                                                  
392 高橋[2010]、pp.346-348。 
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臨んでいなかった。そのため、1990 年代に実施された 2 度の選挙（1992 年選挙および 1997 年選
挙）は KANU の勝利とモイ政権の継続に帰結している。2 度の選挙で野党勢力が敗北した主な要因
は、①権力抗争に伴う政党の分裂、②野党分裂に伴う支持（得票）の分散があげられる。各州の有
権者の支持は自身の血縁者や親族、縁故関係を背景に特定の政治家や政党に偏っていたため、野党




野党は KANU 政権打倒という目標のために一枚岩として結束するようになった。 
 2002 年選挙の実施に際して、2 つの主要な野党が KANU の対抗馬として存在していた。1 つは
ニャンザ州出身のルオ人エリートや KANU から離脱した政治家によって結成された自由民主党
（Liberal Democratic Party：LDP）であり、もう 1 つはセントラル州北部出身のキクユ人政治家
やウエスタン州出身のルイヤ人政治家を中心とするケニア国民連合（National Alliance of Kenya：
NAK）である。1997 年に政党として登録された LDP は、国政に対して強い影響力を持つ政治家が
いなかったため、1990 年代末に活動を停止していた。しかし、ルオ人の長老オディンガの息子ライ
ラ・オディンガ（以下、ライラ）をはじめとするケニア国民開発党（National Development Party 
of Kenya：NDP）所属の議員が、“KANU との（一時的な）合併”や“モイの大統領任期満了”を
経て、LDP を移籍先（受け皿）にしたため、LDP は議会選挙を目前に控えた 2002 年に再興し、長
年にわたって政治的地位を喪失してきたルオ人の要望を代弁する組織に変貌している394。また
NAK は、キバキを筆頭に KANU 政権に対立するキクユ人政治家で構成された DP や、イースタン
州出身のカンバ人政治家で構成されたケニア国民党（National Party of Kenya：NPK）、ウエスタ
ン州出身のルイヤ人政治家を中心とする FORD ケニアの 3 政党が選挙協力を約して結成された政
                                                  
393 例えば、後に大統領となるキバキは支持基盤が都市部の資本家や富裕層な農民層に偏っており、またキバキの側
近もセントラル州北部出身のキクユ人や同州の周辺地域出身のエンブ人やメル人が中心となっていた。これら民族
集団の人口はケニア全体の 3 割にも満たないため、2002 年選挙時において、キバキおよび DP が単独で選挙戦の勝
利を成し遂げることは不可能であった（津田[2007a]、pp.25-26）。 
394 NDP は 1992 年に組織された政党であるが、主だった政治家が不在であったため、政党としての影響力は乏しか
った。しかし、FORD ケニアの中心メンバーであったライラなどルオ人政治家が、ルオ人‐ルイヤ人間の対立や党
首オディンガの死去に伴って FORD ケニアから NDP へ移籍したため、NDP は 1997 年の議会選挙で 222 議席中
22 議席を獲得し、野党第三党に躍進している。 





の指名を 2002 年 8 月まで公表しなかったため、KANU 内では 1990 年代の野党勢力に見られるよ
うな権力抗争が生じていた396。さらに、モイが国会議員（地方行政担当大臣）となって 1 年足らず
のウフル・ケニヤッタを次期大統領の候補者（KANU の代表）に指名したため、“初代大統領の息
子”という肩書しかないウフルの擁立に反発した大勢の議員が KANU を離反し、LDP に移籍した








 NAK と LDP が共闘した背景には、1992 年選挙の FORD 結成時に生じた野党分裂の経験があげ
られる。キバキを中心とするNAKやライラを中心とするLDPは、野党として強い勢力であったが、
1990 年代の FORD や DP と同様に支持層の偏りという問題を抱えていた。そのため両政党は、個々
                                                  
395 NPK の前身は、社会民主党（SDP。FORD ケニアから分裂したイースタン州およびニャンザ州出身の政治家を





ルを表明した現役の閣僚や党役員等の主要な政治家は KANU を離脱した（片上[2003]、p.9）。 
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の政党として 2002 年選挙に臨むと再び KANU に敗北する恐れから、①議会選挙における協力関係
の構築や大統領選挙に際して統一候補者を擁立すること、②選挙勝利後の政権運営における指針を
統一することの 2 点を協議し、2002 年に NARC に統合した。与党 KANU は後継者争いの影響か
ら分裂・弱体化していたが、大政党となった NARC では、各派閥がキバキを大統領候補として擁立
することに同意したため、党として団結して 2002 年末の議会選挙・大統領選挙に臨むこととなっ
た。そして、NARC や KANU に加えて、NARK に参加しなかった FORD ピープル、大統領選挙
ではキバキ支持を表明した政党サフィナ（SAFINA）など若干の小規模な勢力が臨んだ 2002 年の
議会選挙では、NARC が過半数の 133 議席（224 議席中）を獲得して与党となり、他方 KANU は
68 議席しか得られず、野党に陥落した（図表 6-1 を参照）398。さらに大統領選挙においても、キバ
キが 365 万票（得票率 62.2％）を獲得して第 1 位となり、第 2 位となったウルフの 183.7 万票（同
31.3％）を大きく引き離した。 
 
図表 6-1 1992～2002 年に実施された議会選挙における主要政党の獲得議席 
 1992 1997 2002 
KANU 112  113  KANU 68
DP 23 41
NARC 132FORD ケニア 31 18
SDP ― 16
NDP ― 22 サフィナ 2
FORD アシリ 31 1 FORD（ア） 2
FORD ピープル ― 3 FORD（ピ） 15
その他 3 8 その他 5










また 1997 年に政党登録されたサフィナは、キバキ支持を表明していたが NARC には参加しておらず、議会選挙に
おいても、選挙区によっては独自の候補者を擁立し、NARC の候補者を支持しなかった。 
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成を強く求めたことの 2 点があげられる。ケニアでは 18 歳以上のケニア国籍を有する国民に選挙
権が与えられているが、有権者が投票を行うためには事前に選挙管理委員会（Independent 
Electoral and Boundaries Commission：IRBC）に登録し、選挙人カード（投票券）を取得しなけ
ればならない399。さらに、申請所の数が投票所より少なかったことも有権者にとって障害となった。










































1990 年代（複数政党制移行期）で年平均 69.5 億ドルであったが、2002 年には 61.2 億ドルまで減
少しており、対外債務の返済が進展している。ただし 2002 年の経済成長率を見る限り、サハラ以
南のアフリカ諸国全体では 3.2％に達していたが、ケニアは 0.5％に留まっている。政府の財政収支
も、2001～2002 年次で 73.9 億ケニアシリング（9,543.9 万ドル）の黒字となっているが、2003～
2004 年次には 585.7 億ケニアシリング（7.6 億ドル）の赤字となっており、キバキ政権移行後のケ
ニア政府の財政状態は決して良好ではなく、むしろ悪化していた402。 
 ケニア統計局発行の『年次統計』によると、2001～2002 年次（以下、同年次）の対外融資およ
び開発援助は政府財政収支の約 3 分の 1 を占めている。また歳入・歳出別の融資額の比率は、政府
歳入 3,204.7 億ケニアシリング（41.4 億ドル）に占める融資額が 984 億ケニアシリング（12.7 億ド
ル：政府歳入の 30.7％）であり、また政府歳出 3,130.8 億ケニアシリング（40.4 億ドル）に占める




しかもドナー諸国や国際機関による対ケニア開発援助・融資の総額（1 年度当たり）は 996.1 億ケ
ニアシリング（12.9 億ドル）となっており、融資額に限定すると、その規模は 676.1 億ケニアシリ
ング（8.7 億ドル）に達していた。政府一般会計における融資と対ケニア開発援助・融資の合計額
は政府歳入の 5 割近くを占めていたため、ケニア政府は政権運営や政策実施、財・サービスの提供
に際して、その財源を国内外のドナーに依存していることとなる（表 6-1 を参照）。さらに 2003～
2004 年次の歳入における融資依存は 17.5％に縮小しているが、歳出に占める返済額の割合は約
30％に達している。しかもケニアは財政赤字が大幅に拡大しているため、融資額の縮小はそのまま
                                                  
402 ドル換算の金額は 2000～2005 年の為替レートの平均値である 1 ドル＝77.4 ケニアシリングで算出。 
403 Central Bureau of Statistics（Kenya） [1961-2010a]。ここで扱う政府歳入は経常収支、資本収入および国外
からの贈与分の合計額を、また政府歳出は経常支出、資本支出、および純貸付額の合計額を指す。 
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歳入の減少や財政赤字に直結していた。 
 
表 6-1 キバキ政権移行前後の政府財政および対外開発援助・融資額（100 万ケニアシリング） 
 2001／02 2003／04 
政府歳入 320,471.8 100.0％ 326,986.3 100.0％
  経常収入 188,461.4 58.8％ 233,012.6 71.3％
  資本収入 
  （対外融資） 













  その他 11,537.6 3.6％ 16,064.9 4.9％
政府歳出 313,084.8 100.0％ 385,555.7 100.0％















  資本支出 
  （対外融資返済） 
  （対内融資返済） 

















合計（歳入－歳出） 7,387.0 －58,569.4 
対ケニア開発援助 32,003.6 100.0％ 7,963.0 100.0％
  二国間（イギリス） 4,431.2 13.8％ 676.2 8.5％
  その他 27,572.4 86.2％ 7,286.8 91.5％
対ケニア開発融資 67,607.9 100.0％ 8,771.9 100.0％
  IDA（IMF） 56,352.0 83.3％ 6,145.3 70.1％
  二国間（日本） 









  その他 10,055.9 14.9％ 1,965.9 22.4％
合計（援助＋融資） 99,611.5 16,734.9 
（注）不一致もしくは不明確な数値があるため、それら数値は、可能な限り統計より著者が算出し記載している。 
（出所）Central Bureau of Statistics（Kenya） [1961-2010a]より著者作成。 
 
 融資の内訳に言及すると、モイが任期満了を迎えた 2001 年度とキバキ政権に移行した 2003 年度
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の融資額は、いずれも対内債務の比重が大きくなっている。歳入に占める融資額が減少した 2003
～2004 年次（以下、同年次）においても、対内債務額が 472.6 億ケニアシリング（6.1 億ドル）で
あるのに対して、対外融資額が 88.1 億ケニアシリング（1.1 億ドル）に留まっており、政府歳入に
占める対外債務の規模は対内債務の 5 分の 1 以下になっている。さらに債務返済額は、対内・対外




















による要求を履行すること等の経済・財政上の問題を負った。さらにケニアは、2003 年 12 月 31








                                                  
404 妹尾[2010]、pp.119-121。 


















る。対内債務の返済額は、1995～1999 年で年平均 383.6 億ケニアシリングであったが、2002～2006














                                                  
405 EIU[2003]、p.56 および ibid[2007]、pp.25-32。 
406 Sassen[1998]、pp.ⅹⅹⅴ-ⅹⅹⅴⅱ。 


































                                                  
407 Republic of Kenya [2001]、p.24。 





















 「覚書」の内容は非公開とされているが、その具体的な内容が明記された「第 2 覚書」によると、
キバキ派‐ライラ派間で取り決められた主な事項には、①キバキを NARC の統一候補として大統領
選挙に臨むこと、②NARC 創設において陣頭指揮をとっていたキバキ、ライラ、ワマルワ（Michael 







法改正に関する審議を行い、新憲法の制定に努めることの 7 点があげられる408。 
 また覚書には両派閥間で閣僚人事に関する詳細な割当も盛り込まれており、例えば（a）政権お
よび議会内に、執行権限を持つ“首相”や“副大統領”といった大統領に準ずる役職を新設するこ
                                                  
408 津田[2007c]、pp.102-103。 
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と、（b）副大統領（2 名中 1 名）・第二副首相・第三副首相という政権内の主要な 3 つの役職を NAK
の議員から登用すること、（c）副大統領（2 名中 1 名）・首相・第一副首相、両派閥間の人事調整役






























                                                  
409 同上[2007a]、pp.27-28。 
410 高橋[2010]、pp.380-381。 
















ても、48 の閣僚職のうちキバキ派の議員から 33 名（閣僚の約 7 割）が登用されたが、ライラ派か
ら登用された閣僚は政治権限を持たない副大臣職など 15 名だけであった414。 












                                                  
411 津田[2004b]、pp.127-128。 
412 同上[2007c]、pp.106-108。 












 新憲法案の策定に関する協議は、国会議員や専門家によって組織された 2 つの専門の調査・検討
委員会を中心に行われている。1 つは 1998 年に設立されたケニア憲法見直し委員会（Constitution 







めることの 3 点を骨子としている416。 
 もう 1 つの委員会は 1999 年に設立された国会選抜委員会（Parliamentary Select Committee）
であり、委員長（＝大統領）を中心に、国会議員から選出された 14 名の委員と民間団体の代表か














                                                  
416 同上[2006]、pp.48-49。 
417 同上[2007b]、p.43。 































 キバキは 2004 年 11 月にケニア中央部のナイバシャで国会選抜委員会を開き、ボーマス・ドラフ
トの内容を修正するかたちで、現行の大統領権限や一院制の維持が明記された新憲法草案を策定し
た。キバキ（存続派）が策定した新憲法草案はライラ（改革派）にとって受け入れ難い内容であっ
                                                  
418 前掲書、p.44。 























しライラの反発は結実せず、2005 年 7 月に国会へ提出された新憲法草案は 102 対 61 で可決され、





に賛同していなかったため、キバキは新憲法案の公表から国民投票の実施予定日である 2005 年 11
月 21 日までの 3 ヵ月後、新憲法案への支持を求めるキャンペーンを勢力的に展開している。キバ
キが展開したキャンペーンの主な内容は、新憲法案の正当性を訴える政治集会（演説）も行われて















表 6-2 各州・地域における 2005 年国民投票の結果 
州・地域（有効投票数） 賛成票 反対票 
ナイロビ特別区（373,149 票） 161,344（43.2％） 211,805（56.8％）
コースト州（331,274 票） 65,737（19.8％） 265,537（80.2％）
ノースイースタン州（57,413 票） 15,196（26.5％） 42,217（73.5％）
イースタン州（1,047,827 票） 539,346（51.5％） 508,481（48.5％）
  －北東地域（48,334 票） 21,260（44.0％） 27,074（56.0％）
  －メル・エンブ地域（478,512 票） 445,087（93.0％） 33,425（7.0％）
  －カンバ地域（520,981 票） 72,999（14.0％） 447,982（86.0％）
セントラル州（1,097,554 票） 1,023,259（93.2％） 74,295（6.8％）
リフトバレー州（1,706,384 票） 430,821（25.2％） 1,275,563（74.8％）
  ‐ルイヤ地域（97,512 票） 54,860（56.3％） 42,652（43.7％）
  ‐キクユ地域（369,087 票） 247,513（67.1％） 121,574（32.9％）
  ‐中南部地域（1,239,785 票） 128,448（10.4％） 1,111,337（89.6％）
ウエスタン州（606,763 票） 241,107（39.7％） 365,656（60.3％）
ニャンザ州（937,678 票） 114,145（12.2％） 823,533（87.8％）
  ‐ルオ地域（708,763 票） 17,073（2.4％） 691,690（97.6％）
  ‐キシイ地域（228,915 票） 97,072（42.4％） 131,843（57.6％）




                                                  
421 前掲書、p.47。 









草案は 2005 年 11 月 21 日に実施された国民投票で賛成 42％、反対 58％で否決された。投票結果
の内訳（得票率）を州・地域別に見る限り、賛成が大半を占めた地域はセントラル州（93％が賛成）、
イースタン州のメル・エンブ地域（同 93％）、リフトバレー州の北西部のルイヤ地域（同 56％）、
同州中央部のキクユ地域（67％）の 4 地域のみであり、他の 9 地域の賛成票は最大で 44％、最低
で2％しかなかった。加えて、キバキ派が買収活動を展開したリフトバレー州中南部においても10％




















                                                  
422 前掲書、pp.47-48。 

























フリカ国民同盟（New Kanu Alliance Party of Kenya：New KANU）」の設立を受理し、1990 年
代のモイ政権期が野党分裂を達成したときのように、ライラ派の切り崩しを進めた。さらに 2006
年 3 月 21 日の国会開会に際して、キバキは汚職疑惑が生じていた文部科学大臣のサイトチやエネ
ルギー担当大臣のムルンギ（Kiraitu Murungi）といった側近の有力政治家を辞任に追い込み、「政
権の健全化」が進展していることを国民に強く訴えた。 
 他方 2006 年 9 月に正式な政党として承認された ODM-Kenya には、ライラを中心とする元 LDP
                                                  
423 高橋[1998b]、pp.43-44。 
424 ODM-Kenya はライラ派と KANU が選挙協力を目的に結成された組織であるが、当初、登録を予定していた名
称はオレンジ民主運動（Orange Democratic Movement：ODM）であった。しかし、2005 年末時点で第三者（ラ
イラ派とは別の組織）が ODM を政党名として登録していたため、ライラ派は 2006 年に「ODM-Kenya」を組織名
として登録し、後に ODM へ政党名を変更している。 


















ODM-Kenya から離反したウフルは古巣 KANU に戻り、同党の委員長（代表）としてキバキを支





参加していた FORD ケニアに加えて、反キバキ派であったはずの KANU やサフィナ（SAFINA）
といった野党勢力までもがキバキ支持に転じたため、キバキは 2005 年国民投票における敗北状態
から大きく挽回し、自身の勢力をライラに対抗し得るまでに盛り返した。さらに、議会選挙・大統




                                                  







































                                                  
426 Sandbrook[1985]、pp.37-38。 
427 高橋[2003]、p.238。 

















 NARC に参加していた政党のほとんどが分裂・再統合しているため、2007 年の議会選挙に臨ん
だ政党は、その名称や各党の所属議員が 2002 年の選挙時と大幅に異なっている。例えば 2002 年に
与党となった NARC や野党に転落した KANU は、政党分裂や新党結成に伴って、党内がキバキ派
（PNU 側）とライラ派（ODM 側）に分かれていた。特に政党再編に関して、ライラ派は ODM を
結成し一枚岩となって選挙活動を展開していたが、キバキ支持を表明した派閥は PNU（党首キバ
キ）や KANU、ODM-Kenya、サフィナなどに拡散しており、統率を図ることが困難であった。そ
のため、主要政党を ODM に集中させたライラ派は、2007 年議会選挙において ODM 単独で約過半
数の 104 議席（210 議席中）を獲得し、大統領特別枠等を含めた全 222 議席においても 105 議席（全
議席の 47.3％）を獲得している。他方、連立政権となったキバキ派は PNU 単独で 210 議席中 43






                                                  
428 同上[2011a]、p.203。 
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図表 6-2 2002 年および 2007 年の議会選挙における主要政党の変遷 







―ODM      105 
―その他      5 
民主主義回復フォーラム-ピープル 





―PNU       46 
―ODM-Kenya   18 
―KANU      15 
―Safina      5 
FORD アシリ 
1
その他                3 ―その他      22 
 その他（空席 3 議席を含む）   6 










「8 州中 5 州で 25％以上の得票率」という規定から、選挙管理委員会は膨大な投票数を州単位で集
計しなければならない。そのため、結果の公表には 2～3 日を要し、大統領就任宣言も投票結果の
発表から約 10 日後に行われる429。しかも投票実施から結果発表までに数日（3～5 日程）の期間が
設けられているため、大統領選挙の制度には権力者（大統領）が票数を操作する危険性があった。
そして、この危険性の顕著な事例が 2007 年の大統領選挙である。 
 メディアを通じて行われた選挙速報は、議会選挙における野党 ODM の大勝とともに、大統領選
挙に出馬したライラの優勢を報じていた。そのため、ライラは投票日の 2 日後となる 12 年 29 日に
勝利宣言を行い、反キバキ派もライラの勝利と新大統領の誕生を確信した。だが、12 月 29 日時点
                                                  
429 松田[2010]、pp.4-5。 
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で第 2 位であったキバキの票はライラの勝利宣言直後から急速に増加し、約 30 万票もあったライ
ラとの差は数時間で約 4 万票にまで縮まった。そして 12 月 30 日、キバキが任命した選挙管理委員
会の委員長は、キバキが約 458 万票、ライラが 435 万票を獲得し、20 万票差でキバキが勝利した
ことを正式な選挙結果として公表した（図表 6-3 を参照）。さらに、キバキ再選が公表された 12 月
30 日の夕刻、キバキは、公表日の数日後に実施する予定であった「大統領就任の宣言式（以下、宣




図表 6-3 2002 年および 2007 年大統領選挙における各立候補者の得票率 
（注 1）2002 年の投票数は、一部不明のため、著者が投票率より算出した推定値となる。 
（注 2）括弧内の語彙と数字は、各立候補者の 2007 年時点の所属政党および得票率（％）を示している。 
（出所）EIU[1987-2012a]および[1987-2012b]より著者作成。 
 
 ライラ支持者は 12月 27日の投票日から同月 30日の開票結果に至る過程が不明瞭であったこと、





ンバサのような大都市では、「オディンガなければ平和なし（No Raila No Peace）430」という合言
葉のもと、ライラを支持する貧しい人々によるキクユ人襲撃事件が多発するようになった。さらに
ナイロビのキベラ・スラムやマザレ・スラムなど貧困層が集中する地域、および反キバキ派の拠点
                                                  
430 津田[2008b]、p.8。 
 2002（注 1） 2007 
ムワイ・キバキ（PNU） 3,650,000 （62.2） 4,584,721 （46.4）
ウフル・ケニヤッタ（KANU） 1,837,000 （31.3）  
シ メ オ ン ・ ニ ャ チ ャ エ
（FORD-People） 
346,000 （5.9）  
ライラ・オディンガ（ODM） 4,352,993 （44.1）
カロンゾ・ムシオカ（ODM-K） 879,903 （8.9）
その他 35,000 （0.6） 59,411 （0.6）
合計 5,868,000 （100.0） 9,877,028 （100.0）
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となったニャンザ州やコースト州の都市では、リフトバレー州で発生した教会焼き討ち事件を契機
として、大規模な暴動が勃発した431。 

















開始した。2008 年 2 月、ライラとキバキは同協議の下、①大統領以外に政治体制上の執行権限を
有する「首相職」を新たに設けること、②ライラを新設された首相職に任命することの 2 点を条件
に、暴動の（強制的な）完全鎮静に協力することを合意した436。だが、首脳陣が結んだ政治権力の





434 「選挙後暴動に関する調査委員会」が 2008 年 10 月に公表した調査報告書（委員長であるフィリップ・ワキの
名から、『ワキ・レポート』とされる）には、暴動の鎮静化を妨げた一因として、警察官や機動隊の内部も民族や派











新法の規定が優越されること（第 2 条）、③首相職の新設（第 15 条）、④首相および副大統領職の任免や諸権限につ
いては国会が制定する新法によって規定されること（第 15A 条）といった条項が付加された（津田[2010]、pp.12-13）。 


























2006 年が 439.8 億ケニアシリング（6.1 億ドル）、2007 年が 654.0 億ケニアシリング（9.7 億ドル）
に達していた（図 6-2 を参照）。また、サービス産業全体の年平均 GDP は 2001～2011 年で 5750.2
億ケニアシリング（75.1 億ドル）となっており、GDP 全体の 47.9％（2001～2011 年の平均値）
に達している438。特に観光業は、サービス産業の GDP の約 12～13％（GDP 総計では約 5％）を
占めていたため、ケニア政府は観光業を主要産業に位置づけていた。しかし、観光業は 2007 年末
に発生した大規模な暴動に伴って急激に悪化している。例えば、国際線（航空機や観光用フェリー）
によってケニアに入国した観光客の数は 104.9 万人（2007 年）から 72.9 万人（2008 年）に減少し、
                                                  
437 Commission of Inquiry on Post Election Violence[2008]、pp.15-35 および高橋[2011a]、pp.173-174。 
438 GDP の総額（ドル換算）は 2001～2011 年の年平均為替レート 1 ドル＝76.6 ケニアシリングより著者が算出。 
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陸路等も含めた観光客全体の数も 180 万人から 120 万人に激減している。観光客の減少による悪影
響は収入面の大幅な減少を招いており、2008 年の観光業収入は 2007 年比で約 2 割減少した 527.1
億ケニアシリング（7.6 億ドル）となっている439。選挙後暴動が終息したこともあり、2009 年は観




























（出所）Central Bureau of Statistics（Kenya）[1961-2010a]、[1982-2011b]、および Ministry of Tourism-Kenya
ウェブサイト（2013 年 7 月 23 日閲覧）より著者作成。 
 
 対ケニア FDI は、2007 年で 491.3 億ケニアシリング（7.3 億ドル）に達していたが、2008 年に
は 66.4 億ケニアシリング（0.96 億ドル）まで減少している。また対外資本フローは 1,104.8 億ケニ
アシリング（16.4 億ドル）から 922.5 億ケニアシリング（13.3 億ドル）に、対外資産のストックも
645.6 億ケニアシリング（9.6 億ドル）から 491.4 億ケニアシリング（7.1 億ドル）まで縮小してい




                                                  
439 Ministry of Tourism-Kenya ウェブサイト“Tourism Performance 2009”（2013 年 7 月 23 日閲覧）を参照。 
440 対外投資関連の規模については Central Bureau of Statistics（Kenya）[2010]を参照。 
























 2007 年末から 2008 年にかけて、アフリカ諸国の中でも比較的安定した国とされるケニアで大規
模な暴動が発生したことは、国際社会に衝撃を与えた。だが国際社会は、ケニアの選挙後暴動以上
に、2007 年以降に顕著となった“穀物の国際市場価格の高騰”という問題の対応に追われていた。
国際連合食糧農業機関（FAO）によると、2007～2009 年の穀物全体の市場価格を 2002～2004 年
の平均価格と比較したとき、2007 年の市場価格は 2002～2004 年の価格水準の 1.7 倍、2008 年が
2.4 倍、2009 年が 1.9 倍に達している。さらに品目別では、例えばケニアの主食であるメイズが同
価格水準の 2.5 倍（2008 年、以下同年）、小麦が 2.4 倍、コメが 3 倍に高騰している（図 6-3 を参
照）。ただし、世界全体の穀物生産量は 20.6 億トン（2000 年）から 23.6 億トン（2007 年）に増加
しており、さらに 2008 年が 25.3 億トン、2009 年が 25.0 億トンに達している。そのため、穀物価




⑤穀物市場に対する投機の拡大の 5 点があげられる442。 
 










2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
メイズ コメ 小麦 穀物全体











                                                  
441 穀物の生産量および市場価格の推移は FAO[2009]、GIEWS[2000-2010]および FAOSTAT（2013 年 7 月 24 日
閲覧）を参照。 
442 勝俣[2008]、p.47。また、これら要因に加えて、原油価格の高騰に伴う穀物輸送費の上昇や金融危機の発生（2006
～2008 年）に伴う投機の矛先の変化があげられる（FAO[2009]、pp.9-21; 39-47）。 
443 柴田[2007]、p.111。 
444 バイオ燃料が穀物価格に及ぼす影響については Kamara, et al.[2009]および柴田[2009]を参照。 







































450 Benson and Wanda[2008]、pp.513-523。 
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さらにドナー諸国が行った農業部門への投資は、ケニアの食糧危機や貧困状態の悪化に拍車をかけ













 サハラ以南のアフリカ全体に対する FDI は 1990 年代で年平均 44.9 億ドルであったが、1990 年
代後半からその規模は次第に増加し、2001 年には 149.8 億ドルに達している。さらに“アフリカ農
業への支援”を口実に農業投資（農地獲得）が拡大し始めた 2007 年、対アフリカ FDI は約 300 億






 図 6-4 で示すように、世界全体で行われているランド・グラッブの規模は 2012 年時点で計画段






                                                  
451 Friis, Cecilie, and Anette Reenberg [2010]、p.2。 
452 吉田[2012]、pp.49-53。 
453 2012 年の段階で土地投資に関する案件は世界全体で 1,217 件となっている。その内、土地売買・リース等の投
資契約が締結された、もしくは締結予定の案件は 625 件（農地規模では 3,273.5 万ヘクタール分）となっている。
他の 592 件（5,048.1 万ヘクタール）は交渉・計画の段階であり、2012 年時点で締結に至っていない（Anseeuw, et 
al[2012]、pp.19-23）。 
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図 6-4 世界全体で展開されているランド・グラッブの地域別規模 
 













製造を目的に約 7,000 ヘクタールの売買契約を 2007 年に締結させたモーリシャスの砂糖関連企業
のオムニケイン社（Omnicane）、国内消費用の農産物の生産を目的に 4 万ヘクタールの土地リース
契約を 2008 年に締結させたカタール政府、バイオ燃料の製造のために 2.8 万ヘクタールの土地購
入を交渉しているイギリスの G4 社（G4 Industries）があげられる（表 6-3 を参照）454。 
                                                  
454 ただし、ベッドフォード社との契約は 2012 年時点で契約中断に切り替えられており、またカタール政府とのリ
ース交渉は、当該地域に住む人々から強い反発や小規模な暴動が起こったことを理由に、2009 年に一端白紙に戻さ
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表 6-3 ケニアにおけるランド・グラッブの実施・交渉状況 
 
（注 1）カタールとの交渉における対象地域には沿岸部の港町ラム（専用の港湾建設用地）も含まれていた。 
（注 2）現時点における Biwako Bio-Laboratory（日本）の投資額はジャトロファの開発研究に投じた費用だけであ
り、土地購入費は交渉中のため投資費用に含まれていない。 
（出所）GRAIN[2013]、Makutsa, Pauline[2010]、Friis, Cecilie, and Anette Reenberg [2010]、Anseeuw, et 






めて約 77 万ヘクタール（ケニア国内で展開されているランド・グラッブの 81.1％）が欧米の多国
籍資本の購入予定地（もしくは購入済みの土地）となっている。多国籍企業（欧米諸国）がケニア
                                                                                                                                                              
れている。さらにイギリスの G4 社との交渉も、現地の人々の反発や金額面での折り合いがつかなかったことを理由
に、2011 年時点で決裂状態に陥っている。 
455 国土の約 8 割は乾燥・半乾燥地帯（ASAL 地帯）に属している土地か、もしくは農耕可能ではあるが肥沃ではな
い土地である。しかも、僅か 2 割足らずの好適農地が農民全体の約 2 割を占める中農や大土地所有者、多国籍資本
によって占有されており、農民の約 67％を占める小農は他の 8 割の土地を利用している。残りの 13％に当たる人々
は土地なし農民であり、都市部や換金作物のプランテーションで賃労働に従事している（Nasong’o[2009]、
pp.331-334）。 




















がケニアに融資した金額は 48.1 億ケニアシリング（6,214.5 万ドル：対ケニア融資・援助総額の
5.4％）となっている。またイギリスは 45.1 億ケニアシリング（5,826.9 万ドル：同 5.1％）、ドイ
ツは 35.1 億ケニアシリング（4,534.9 万ドル：同 3.9％）、日本は 18.3 億ケニアシリング（2,364.3
万ドル：同 2.1％）をケニアに融資している。そのため、それぞれの二国間融資は融資全体の比率
に対して少なく見える。ただし、ケニアに対する融資・援助額は「その他（様々な国による小規模
融資の合計）」に分類されているものが 627.1 億ケニアシリング（8.1 億ドル：同 70.5％）と大規模
である。「その他の融資」を二国間援助・融資で見たとき、それぞれの金額は非常に小規模となるた
め、二国間援助・融資額におけるイギリスやドイツ、IDA（実質的にはアメリカ）の比重は大きい。
また IMF も「貧困削減・成長ファシリティ（Poverty Reduction and Growth Facility：PRGF）」
を通じて対アフリカ融資計画を新たに打ち出すなど、アフリカ諸国（およびケニア）に対する影響
力を強めている。 
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 IMF が創設した PRGF は貧困削減や経済成長を重視した融資を実施しているが、1999 年 11 月
に拡大構造調整ファシリティ（ESAF）から移行した制度のため、PRGF の基本的な業務も ESAF
と同様の内容となっている457。さらに 2005 年に開催された理事会において、IMF および PRGF は
「サハラ以南のアフリカ諸国に対する支援内容の再検討」や「PRGF の融資内容の再構築」、「重債
























 中国の対アフリカ投資および経済協力は 2000 年 10 月に北京で開催された「中国・アフリカ協力
フォーラム（Forum on China-Africa Cooperation：FOCAC）」を契機として急速に進展しており、
                                                  











年からアフリカ 28 ヵ国が中国に輸出する一部の商品に関税免除の待遇を与えること、⑤2009 年の
中国の対アフリカ援助規模を2006年の2倍にすることなど、具体的な支援内容が掲げられている462。
そして中国の対アフリカ直接投資額は、これら支援の達成のために、150 万ドル（1991 年）から
6,100 万ドル（2003 年）となり、さらに 2006 年が 5 億ドル、2011 年には 19.5 億ドルと、20 年間
で 1,300 倍に拡大している463。また中国‐アフリカ間の貿易額も 2000 年の 100 億ドルから 2010






ンド・プロジェクト（GLP）」は 2010 年にフィリーズら（Friis and Reenberg）を代表とする調査
報告書を作成している。同報告書によると、中国が獲得した、もしくは獲得を計画しているアフリ
カの農地は、判明している限りで 728.8 万ヘクタールとなっており、特に大規模な土地収奪となっ







（China Wu Yi）や道路や橋梁建設を専門とする中国路橋工程有限責任公司（China Road and 
                                                  
460 急激な人口増加や経済発展、工業化の推進から、1990 年代より石油や鉱物資源に対する需要が高騰したため、
中国はこれら天然資源の国内消費量の過半数を輸入に依存するようになっている（青木[2011]、pp.60-68）。 
461 また 2012 年には「双方の戦略的パートナーシップの新しい局面を切り開く」をテーマに第 5 回 FOCAC が開催
されており、第 4 回 FOCAC と同様に、アフリカの対中国輸出（輸出品目の 97％）に対する関税撤廃や 200 億ドル
以上の開発援助・融資の実施、アフリカ各地に経済特区を設け、域内のビジネス環境を整備することなどが今後 3
年間（2012～2015 年）の目標として掲げられた。 
462 吉田[2010]、pp.46-48 および崔[2008]、pp.131-132。 
463 中国の対アフリカ FDI については Kaplinsky and Morris[2009]および UNCTAD[2013]を参照。 
464 Friis, Cecilie, and Anette Reenberg [2010]、pp.23-35。 






の製造が中心となっている。例えば北汽福田汽車（Beiqi Foton Motor）は 5,000 万ドルを投じてナ
イロビにトラック組立工場を建設しており、中国第一汽車集団公司（First Automobile Works 






















                                                  
465 神和住[2006]、pp.237-248。中国‐アフリカ間の貿易拡大に関して、中国は安価な中国製品（製造品や食料等）
の輸出が、アフリカは天然資源輸出の拡大が主な目的となっている。特に中国政府は、支援の見返りとして、産出



















フリカ開発会議（Tokyo International Conference on African Development：TICAD）」を開催し
ている。だが、日本が TICAD を通じてアフリカの開発における主導権の獲得と影響力の強化に努
めるなか、2000 年に FOCAC を開催した中国の存在が、アフリカ開発における日本の地位を脅か
すようになった。ランド・グラッブの規模に関して、中国は約 730 万ヘクタール、韓国は 200 万ヘ
クタールの土地を獲得しているが、日本は契約が締結された案件で 6.2 万ヘクタールに留まってお








る」という理念のもと、アフリカの持続的成長のために今後 5 年間で 230 億ドルの ODA を含む 320
億ドルを投じることが打ち出された。また具体的な支援策では、①域内貿易の拡大および貿易・ビ




                                                  
467 日本の土地獲得規模については Land Matrix（2013 年 7 月 30 日閲覧）を参照。 






























与える影響の分析が TICAD における重要課題の 1 つであると指摘している（石田[2008]、pp.125-128）。しかし前
回会議での支援の有効性に関する評価は、TICADⅤでも具体的に示されておらず、「日本のアフリカ支援および投資
拡大の必要性」のみが強調されている 






























いる。例えばケニアの FDI は、選挙後暴動によって 7.3 億ドル（2007 年）から 0.9 億ドル（2008
年）に減少したが、第 4 回 FOCAC が開催された 2009 年には 1.2 億ドル（前年比の 121.6％）と










                                                  
473 外務省ウェブサイト「TICADⅤ：横浜行動計画 2013－2017」（2013 年 7 月 30 日閲覧）。 
474 中国の対アフリカ経済政策に対する「新植民地主義」批判については崔[2008]、平野[2007]ほかを参照。 










































（出所）FAOSTAT（2013 年 7 月 31 日閲覧）より著者作成。 
 
 アラビア半島に位置する小国のカタールは、ケニアの北東約 3,400 キロメートルのペルシャ湾岸
                                                  
475 Liversage[2011]、p.5。 
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沿いに位置している。カタールの主要な輸出産品は石油や天然ガスであるが、カタールの経済成長
率はこれら天然資源の市場価格高騰に伴って、2004～2008 年の 5 年間で年平均 16.5％に達してい
る。またカタールは高い経済成長に伴って所得水準が上昇したため、高収入の雇用を求める移民労




ールの食料輸入額は 2007～2008 年で 1.6 倍に増加した（図 6-5 を参照）。 























                                                  
476 Braun and Meinzen-Dick[2009]、pp.1-2。 
477 カタール‐スーダン間の土地売買契約は 2011 年に締結し、スーダンの首都ハルツーム近郊およびスーダン南部
の土地計 11 万ヘクタールが、カタールで消費される食料の生産地として売却されている。 
































                                                  
478 ただし登記化は土地の所有者を強制的（法的）に認定する制度であり、他の地域から移住した人々が強引に土地
の所有者となることもあった。そのため、祖先より代々土地を継承してきた農民はこれら「よそ者」の農民と土地
所有（登記化）に関する対立を引き起こしており、登記申請中の土地の約 1 割、登記済みの土地の約 4％で土地紛争
が発生している（Yamano and Deininger[2009]、pp.254-259）。 























あったことの 2 点があげられる。また 2009 年にはケニア北東部を中心に干ばつが発生し、穀物生
産量が 289.9 万トンに留まったため、穀物輸入量は 133.2 万トン（2008 年）から 297.3 万トン（2009
年、以下同年）に増加している480。特にメイズの輸入量は 24.4 万トンから 150.8 万トンに拡大し
ており、メイズ輸入額も約 1 億ドルから 43.9 億ドルに急増している（表 6-4 を参照）。さらに 1 ト
ン当たりのメイズ輸入額は、穀物価格の高騰に伴って、165.2 ドル（2007 年）から 398.0 ドル（2008
年）に上昇し、2009～2010 年の穀物価格も 300 ドル前後の高水準を維持している。貧しい農民は








（Central Bureau of Statistics（Kenya）[2008]、pp.7-14）。 




ジプチと広範囲に影響を及ぼしており、被害者は 2011 年時点で 1,200 万人以上に達し、ケニアだ
けでも約 370 万人に深刻な食糧不足をもたらしている482。 
 
表 6-4 2001～2010 年における穀物生産および輸入の規模 
 







                                                  
481 勝俣[2013]、pp.165-172 およびカルファンタン[2009]、pp.90-145。 
482 「アフリカの角」で発生した干ばつの被害状況については United Nations-Office for the Coordination of 
humanitarian Affairs（OCHA）[2011]を参照。 





























 ソマリアの混乱がケニアに波及するようになったのは 1990 年代の複数政党制移行期であった。
ソマリア軍将校のシアド・バーレ（Mohammed Siad Barre）は 1969 年のクーデターによってソマ
                                                  
483 UNCTAD[2009]、pp.95-130。 
484 Daniel and Mittal[2009]、p.13。 
485 ibid、pp.16-17。 
486 FIAN[2010]、pp.19-20。 





ようになった。ソマリア人難民の規模は 1987 年時点で 140 人となっていたが、1991 年には約 9.5
万人がケニアに流入し、1992 年には 28.6 万人に急増している。ケニアに流入した難民（移民）の
総数は 1990 年時点で約 1.4 万人であるが、その内訳はウガンダ人が 6,049 人（全体の 42.5％）、エ
チオピア人が 4,912 人（同 34.5％）、ルワンダ人が 1,968 人（同 13.8％）となっており、ソマリア
以外の国から流入した人々が主体であった。しかし 1991 年、難民の規模は約 12 万人（内、ソマリ
ア人が 9.5 万人）に拡大し、2001 年には 23.9 万人（同 14.4 万人）、そして第二次キバキ政権期の
2011 年には 56.6 万人（同 51.8 万人）の難民がケニアに流入している（図 6-6 を参照）。 
 












（出所）UNHCR Statistics Online Population Database（2013 年 8 月 6 日閲覧）より著者作成。 
 
                                                  
487 バーレ政権による権威主義的な政治体制については Asres-Degu[2007]を参照。 
488 ソマリア国内は主に 3 つの地域に区分される。1 つ目は北西部の英領ソマリランドを基本とし、1991 年 5 月に









ディード（Mohamed Farah Aideed）の対立が顕著であり、両派閥の対立は 1991 年から和平交渉プロセスが開始さ
れる 2002 年の約 10 年間に渡る大規模な内戦を招いている（滝澤[2006]、pp.117-139）。 
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ただし、ケニアに流入した難民の数は 1992 年の 40.2 万人をピークに落ち着いており、2003～2007
年（第一次キバキ政権期）の難民の規模（ソマリア人以外を含む）も年平均 25.3 万人で推移してい
たため、キバキ政権は諸政策によって難民を監視することが辛うじて可能であった。 
 だが第二次キバキ政権に移行した 2008 年、ケニアに流入する難民、特にソマリア人難民の数が
再び急増し、2001 年は 51.7 万人に達していた。ソマリア人難民の規模が再び急増した背景には、
ソマリア内のイスラム急進派勢力が国内で武力闘争を展開したことにある。特に、アブドゥラ・ユ
スフ（Abdullahi Yusuf Ahmed）を代表とする暫定連邦政府（Transitional Federal Government：
TFG）が発足した 2000 年代半ば、武力闘争を扇動していた組織であるイスラム法廷会議（the Union 
of Islamic Courts：UIC）は TFG に反発し、首都モガディシュの制圧やソマリア南部の港湾都市キ
スマヨの占領、ケニアとの国境の封鎖等を強行した。暫定政権の樹立を成し遂げたソマリアは再び













2009 年 1 月にエチオピア軍がソマリアから撤退して以降、TFG に対する軍事支援を目的としてアフリカ連合が「ア
フリカ連合ソマリアミッション（AMISOM）」を実施し、エチオピア軍と入れ替わるかたちでソマリアに部隊を派
遣している（遠藤[2012b]、pp.27-28）。 
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ようになった。 











表 6-5 2002～2011 年における海賊事件の発生件数 
 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
世界全体 370 445 329 276 239 263 293 410 445 439 297
―東南アジア 153 170 158 102 83 70 54 46 70 80 104
―ソマリア沖 17 21 10 45 20 44 111 218 219 237 75
―その他 200 254 161 129 136 149 128 146 156 122 58
（出所）The International Maritime Bureau（IMB） of ICC[2003-2012]および外務省ウェブサイト「ソマリア沖・
アデン湾の海賊等事案の現状と取り組み」（2013 年 8 月 7 日閲覧）より著者作成。 
 
 ソマリア沖で発生した海賊事件は 2002～2007 年で 10～40 件程度だったが、ソマリア国内の内
紛激化に伴い、2008 年で 111 件、2009 年には 200 件以上に達し、ケニアのモンバサ湾に入港予定
であった船舶も多数襲撃されていた（表 6-5 を参照）493。ソマリア沖で多発する海賊事件の被害は、
                                                  
491 杉木[2011]、pp.365-371。 
492 ソマリア沖はヨーロッパや中東諸国、アジアなどの貿易船にとって重要な航路となっており、同海域を航行する
船舶は年間で 1.6 万隻、世界全体の海運業の約 12％、船舶全体の 30％が利用していた（Pham[2010]、p.42）。稲本





求することであり、2009 年における身代金の平均額は 100～200 万ドルとなっている。ソマリアの主な産業は家畜
の輸出を目的とする牧畜業や漁業であり、それら産業における 1 人当たり GDP は 600 ドルであったが、海賊行為
による収入は 1 人当たり平均 1 万ドルであったため、特に沿岸部に住む貧しい人々にとって、海賊は高収入の職業
であった（Middleton[2010]、pp.15-19）。また海賊が使用している武器は中東諸国や欧米からの輸入品であり、他
方、海賊討伐や国境警備等に投じられたケニア軍に対しても、選挙後暴動を扇動したとされるキバキを支持したア




























                                                                                                                                                              
メリカが武器や資金を提供していた（川端[1987]、[2008]および佐川[2010]）。 
494 WFP の船舶襲撃を契機とする EU や NATO の海賊対策の変容については Homan and Kamerling[2010]、
Simpson[2010]および稲本[2010]を参照。 
495 エチオピアやアメリカの軍事侵攻によって勢力を弱めていた UIC では、次第に勢力が穏健派と強硬派に分裂し
ていた。しかし、勢力の弱体化に伴ってシャリフ・アフメド（Sheikh Sharif Ahmed）率いる穏健派が大勢を占め
るようになったため、強硬派の集団は UIC を離脱、アル・シャバーブの結成に至っている。 
496 武藤[2012]、pp.17-18。 
497 ケニアは、国内のソマリ人やソマリア人難民 2,500 人を兵士として訓練し、国境警備に配置するなど、非ソマリ
系ケニア人の被害を最小限に抑える手段として「ソマリア人同士の戦闘」となるような治安強化策を打ち出してい
た（Chau[2011]、p.59）。 






















































































 まず本稿の結論を明確にするため、各章の要点を整理する。第 1 章では本研究のテーマの 1 つで
ある「ケニアの人々が直面している諸問題の解明」を行う前提として、現代ケニアの政治経済構造
を概観することに努めた。独立後ケニアの政治体制では、独立交渉を担っていた政党のケニア・ア
フリカ人全国同盟（KANU）が、1963 年の議会選挙で大勝して以来 2002 年までの約 40 年間、長
期政権を維持していた。そして、KANU 以外の政党の結成を禁じられた 1966 年以降、ケニアでは
KANU 一党制支配が確立されている。 
 また大統領（権力者）の変遷では、1963～2012 年までの半世紀において、3 人の大統領がケニ
アの実権を掌握した。1 人目の大統領であるケニヤッタは、独立以前から KANU の代表を務めてお
り、初代大統領に就任してから急死するまでの約 15 年間、ケニア最大の権力者であり続けた。そ
してケニヤッタが急死した 1978 年、当時の副大統領であったモイがケニア憲法の規定に従い大統
領代理を務め、1978 年 10 月に実施された大統領選挙によって正式な二代目大統領となった。しか
し、2 人目の大統領となったモイは度重なる憲法改正によって大統領再選を繰り返し、1978～2002
年までの 24 年に渡って権威主義的な政治体制を維持してきた。KANU を与党とする権威主義体制
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も憲法や制度の改正によって大統領に権力が集中するよう努めていたこと、②各指導者が強大な権
力を保持し続けようとした結果、全ての大統領が 10 年以上の長期政権を達成していたことの 2 点
があげられる。 
 また経済構造の概観では、農業部門がケニアの重要産業となっていることを論証した。GDP 構成
比を農業・工業・サービス産業に大別したとき、農業部門は GDP の約 26％を占めているが、サー
ビス業部門は GDP の約 5 割であり、大部分を占めているように見える。しかし業種別の GDP を
見たとき、農業以外の産業は平均 5％前後であり、サービス業部門は複数の産業（業種）の寄せ集
めにすぎないため、農業が最も付加価値を生み出している。雇用に関しても、労働人口の 7 割は農































そして 1963 年、ケニアは独立を達成した。 
 そのため第 2 章の論点は、①植民地支配および換金作物栽培を背景として、大勢のケニア人が抑
圧されたこと、②ケニア人にとっての「独立」とは支配・抑圧からの解放と収奪された資源に対す
る正当な権利の回復にあったことの 2 点に集約できる。だが、独立後のケニアの実態は、抑圧され

































































 第 5 章では、「複数政党制導入」が盛んに訴えられた 1990 年代に焦点を当て、複数政党制移行に
よっても「虚構の独立」というケニアの実態が根本的に変化していないことを論じた。特に切り花
は、“ドナー諸国による富の収奪”や“モイ政権の長期化”に貢献した換金作物である。 
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ア人の支配者”でしかなかったことの 2 点である（第 3 章を参照）。そして、1 つ目のターニング・
ポイントに見られる問題の解明は、（a）“1963 年の独立”とはドナー諸国とケニア人支配者の双方
が大勢の貧しい人々を支配するために進められたものであり、（b）支配・抑圧に苦しむ人々は“偽






















 4 つ目のターニング・ポイントである「NARC 政権の誕生期（2001～2012 年）」は、“二重の支
配”に晒されていた大勢の人々にとって、“支配からの脱却（＝真の独立）”が成し遂げられるとい









































年 4 月に四代目大統領となったウフル・ケニヤッタが継承している。 
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ルト（William Arap Ruto）もウフルと同様の罪で起訴され、現在公判中である。換言すれば、国
際社会から犯罪の嫌疑がかけられた人物が新たな権力者（支配者）として、ケニアの政治体制の中
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